
独立した生活を求めている障害者、あるいは家庭における介護が困難な障害者に対し、居室等を提供し、日
施策目的・

(2)目的 、日中活動の場や住まいの場、在宅福祉サービスの充実を図ります。 事業目的 常生活及び社会適応に必要な各種援助を行い、経済的負担の軽減を図ります。
展開方向

自立した生活を求めている障害者、あるいは家庭における介護が困難な障害者がグループホーム・生活ホー 4月申請
ム等を利用した場合に、負担した家賃の一部を月額25,000円を限度として助成します。 7月、10月、1月、4月助成

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

グループホーム・生活ホーム等入居（家賃助成）者数 想定値 171当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 181

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 グループホーム・生活ホーム入居（家賃助成対象）者に家賃を助成し、社会参加を促進します。 直接 家賃助成者／グループホーム・生活ホーム入居（家賃助成対象）者数 ％ 100 100

令和 4年度 グループホーム・生活ホーム入居（家賃助成対象）者に家賃を助成し、社会参加を促進します。 直接 家賃助成者／グループホーム・生活ホーム入居（家賃助成対象）者数 ％ 100

令和 5年度 グループホーム・生活ホーム入居（家賃助成対象）者に家賃を助成し、社会参加を促進します。 直接 家賃助成者／グループホーム・生活ホーム入居（家賃助成対象）者数 ％ 100

自立した生活を望む障害者にとって、生活の場としてのグループホーム等は重要です。収入の少ない障害者の個人負担を軽減し
(7)事業実施上の課題と対応 、自立を支援するために今後も家賃を助成していきます。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

障害者グループホーム入居者家賃助成費 27,137 障害者グループホーム入居者家賃助成費 31,020 30,035 障害者グループホーム入居者家賃助成費 31,020 障害者グループホーム入居者家賃助成費 31,020

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 27,137 合　　計 31,020 30,035 合　　計 31,020 合　　計 31,020
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 50 ％ 13,569 補助率 50 ％ 15,510 14,803 補助率 50 ％ 15,510 補助率 50 ％ 15,510
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 13,568 15,510 15,232 15,510 15,510

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.15 0.15 0.15 0.15 0.15
正職員人件費 1,305 1,335 1,335 1,335 1,335

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 28,442 32,355 31,370 32,355 32,355
(11)単位費用

174.49千円／人 189.21千円／人 173.31
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

独立した生活を求めて、グループホーム・生活ホームに入居する障害者の収入は、ほとんどが障害者基礎年金であり、そ ●①事前確認での想定どおり
れらの施設での障害者総合支援法の支給対象外のサービス利用料はかなりの経済的負担となっているのが現状です。そこ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ でそれらの利用料の中でも大きな割合を占める住居費（家賃）について助成を行うことにより、利用者の経済的負担が軽 ○要
   背景は？(事業の必要性) 減でき、ひいては自立を促進することになります。また、グループホーム・生活ホームの利用を促進することにもつなが ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

ります。 グループホーム等の利用について、経済的負担の軽減を図ることにより、自立した生活を促進することが出来る。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 県の補助要綱に基づく助成制度のため、市が提供主体となる

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

家賃助成申請者に対して適切な助成を行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 32,355 △3,913 31,370 96.96
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△13.76

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.31

％ 10万円 0.32 103.23

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 382 課コード 0504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 住まいの充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害福祉支援課

個別事業 グループホーム等入居者家賃の助成 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.15 人）
(1)事業概要

(当　初) 32,355 千円 (うち人件費 1,335 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33302 重点５ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市障害者プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住みなれた地域で自立した生活が営めるよう、障害福祉サービス提供事業者に対し適切な支援・指導を行い



指導を行い 障害を持つ方が社会生活を営む上で不可欠なコミュニケーション確保のため、障害のコミュニケーション支
施策目的・

(2)目的 、日中活動の場や住まいの場、在宅福祉サービスの充実を図ります。 事業目的 援員の養成及び派遣を行い、必要な情報等を得ることができる体制を整備します。
展開方向

随時、障害者の情報保障をする。 ■手話通訳者派遣事業
■手話通訳者養成講座の開催 　4月・通訳者登録事務・派遣登録申請受付・決定　→随時派遣
■手話通訳者派遣事業 当該年度 ■手話通訳者設置事業　月～金午前9時から午後4時
■手話通訳者設置事業 執行計画 ■行政行事等への通訳者派遣事業　　随時

(3)事業内容 内　　容 ■要約筆記者派遣事業 ■手話通訳者養成講座の開催　令和2年度は後期講習、２７回開催
■行政行事等への通訳者派遣事業 ■登録通訳者の現任研修

利用回数 想定値 235当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 202

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 より多くのサービス利用可能者がサービスを受けることができる。 直接 利用者数／利用申請者数 ％ 100 100

令和 4年度 より多くのサービス利用可能者がサービスを受けることができる。 直接 利用者数／利用申請者数 ％ 235

令和 5年度 より多くのサービス利用可能者がサービスを受けることができる。 直接 利用者数／利用申請者数 ％ 235

聴覚障害者の社会参加のためには、コミュニケーション支援は重要な事業です。我孫子市の手話通訳者の登録者が少ないことか
(7)事業実施上の課題と対応 ら、千葉県が主催する手話通訳者養成講習会が開催されていましたが、平成２９年度から千葉県が実施しないことから、当市主 代替案検討 ○有 ●無

催で養成講座を実施することになりました。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

派遣事業費 845 派遣事業費 1,050 704 派遣事業費 1,050 派遣事業費 1,050
通訳者保険料 59 通訳者保険料 40 40 通訳者保険料 40 通訳者保険料 40
筆耕翻訳料 316 筆耕翻訳料 387 83 筆耕翻訳料 387 筆耕翻訳料 387
コミュニケーション支援事業を行う コミュニケーション支援事業を行う コミュニケーション支援事業を行う コミュニケーション支援事業を行う
 パート会計年度職員（手話通訳）×2人 3,624 パート会計年度職員（手話通訳）×2人 3,989 3,608 パート会計年度職員（手話通訳）×2人 3,989 パート会計年度職員（手話通訳）×2人 3,989
手話通訳者講習会講師報償費 746 手話通訳者講習会講師報償費 746 575 手話通訳者講習会講師報償費 746 手話通訳者講習会講師報償費 746

＊ 手話通訳者用タブレット型端末購入費 44 (3月補正)派遣報償費 △199
実施内容 ＊ 手話通訳者用タブレット型端末回線使用 12 (3月補正)筆耕翻訳料 △213

(3月補正)職員手当、社会保険料等 △381
(8)施行事項

費　　用

予算(決算)額 合　　計 5,646 合　　計 5,419 5,010 合　　計 6,212 合　　計 6,212
国庫支出金 補助率 31 ％ 1,732 補助率 34.95 ％ 1,916 1,750 補助率 31 ％ 1,916 補助率 31 ％ 1,916
県支出金 補助率 15.5 ％ 866 補助率 17.45 ％ 959 874 補助率 15.5 ％ 959 補助率 15.5 ％ 959
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 3,048 2,544 2,386 3,337 3,337

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.05 0.05 0.05 0.05 0.05
正職員人件費 435 445 445 445 445

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 6,081 5,864 5,455 6,657 6,657
(11)単位費用

25.88千円／件 24.95千円／件 27
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

手話通訳者や要約筆記奉仕員を派遣し、意思伝達の手段を確保することで、コミュニケーションに障害を有する方の情報 ●①事前確認での想定どおり
保障の推進を図っていく必要があります。又、聴覚障害者は、災害時の情報等緊急時や通常の社会生活を営むにあたって ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 近隣住民とのコミュニケーションが取りづらい等の不便を強いられていますので、ファックス・タブレット・携帯等を活 ○要
   背景は？(事業の必要性) 用し、情報保障をしていく必要があります。地域生活支援事業の必須事業です。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

新型コロナウィルス感染症対策をにより聴覚障害者の外出自粛が続くことを想定した目標値を設定したため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 障害者の意思疎通支援に関わる事業は、障害者総合支援法に

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 基づく地域生活支援事業の必須事業であり、市が主体で実施
□その他 　促進された するものである。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

申請に対して迅速に対応する体制をとっている。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 5,864 217 5,455 93.03
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

申請件数が減少したため。

3.57

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 新型コロナウィルス感染症対策の影響により、手話通訳

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 の派遣回数が減少したが、申請に応じて迅速な利用へつ

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.71 なげた。

％ 10万円 1.83 107.02

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 385 課コード 0504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 日常生活支援の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害福祉支援課

個別事業 コミュニケーション支援事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.05 人）
(1)事業概要

(当　初) 6,657 千円 (うち人件費 445 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 5,864 千円 (うち人件費 445 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33302 重点５ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市障害者プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住みなれた地域で自立した生活が営めるよう、障害福祉サービス提供事業者に対し適切な支援・



業者に対し適切な支援・指導を行い 障害のある人が、自己決定に基づいた福祉サービスを利用できるようにすることで、障害のある人の自立を
施策目的・

(2)目的 、日中活動の場や住まいの場、在宅福祉サービスの充実を図ります。 事業目的 支え、地域で安心して暮らしていくことができるようにする。
展開方向

障害者がヘルパー等介護給付を受ける為に、障害支援区分及び支給要否決定に関して、医師や福祉施設職員 ・認定審査会総会の開催
等で構成された審査会を開催し意見を聞くことが法令で定められているため、審査会を設置しその運営を行 ・障害者に関する研修会の開催
います。 当該年度 ・第１合議体審査会の開催
◆審査会の頻度　　月１回程度（年１２回） 執行計画 ・第２合議体審査会の開催 

(3)事業内容 内　　容 ◆委員構成　医師・施設職員・学識経験者・当事者団体・その他（５名） ・第３合議体審査会の開催
◆合議体数　３合議体
◆１回の審査件数　約２５件 審査件数 想定値 303当該年度

単位 件
活動結果指標 実績値 254

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 障害者のサービス利用希望に応じ、適切に判定を行います。 直接 適切な審査率（決定件数/申請件数） ％ 100 100

令和 4年度 障害者のサービス利用希望に応じ、適切に判定を行います。 直接 適切な審査率（決定件数/申請件数） ％ 100

令和 5年度 障害者のサービス利用希望に応じ、適切に判定を行います。 直接 適切な審査率（決定件数/申請件数） ％ 100

障害者の特性に合ったサービス給付を行うために的確な認定を行うことが重要であり、障害者の特性について理解を図る研修等
(7)事業実施上の課題と対応 充実させる必要があります。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

認定審査会委員報酬 1,218 認定審査会委員報酬 1,588 1,218 認定審査会委員報酬 1,218 認定審査会委員報酬 1,218
委員研修 66 委員研修 65 908 委員研修 65 委員研修 65
主治医意見書作成手数料 1,535 主治医意見書作成手数料 1,667 1,246 主治医意見書作成手数料 1,667 主治医意見書作成手数料 1,667
障害支援区分医師検査費用 67 障害支援区分医師検査費用 67 19 障害支援区分医師検査費用 67 障害支援区分医師検査費用 67
障害支援区分認定システム使用料 2,517 障害支援区分認定システム使用料 2,467 2,467 障害支援区分認定システム使用料 2,467 障害支援区分認定システム使用料 2,467
障害支援区分認定システム保守料 1,277 障害支援区分認定システム保守料 1,436 1,436 障害支援区分認定システム保守料 1,436 障害支援区分認定システム保守料 1,436
医師意見書返信用切手 34 医師意見書返信用切手 37 37 医師意見書返信用切手 37 医師意見書返信用切手 37

実施内容 医師意見書返信用封筒印刷 17 認定審査会総会 305 0 医師意見書返信用封筒印刷 18 医師意見書返信用封筒印刷 18
医師意見書返信用封筒印刷 18 18 認定審査会総会 305

(8)施行事項
費　　用 （補正予算）認定審査会委員報酬 △307

予算(決算)額 合　　計 6,731 合　　計 7,343 7,349 合　　計 6,975 合　　計 7,280
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 6,731 7,343 7,349 6,975 7,280

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.3 1.2 1.2 1.3 1.3
正職員人件費 11,310 10,680 10,680 11,570 11,570

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 18,041 18,023 18,029 18,545 18,850
(11)単位費用

64.66千円／件 59.48千円／件 70.98
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

総合支援法第２１条「障害支援区分の認定」において、障害者がヘルパー等介護給付を受ける為に、障害支援区分及び支 ●①事前確認での想定どおり
給要否決定に関して、医師や福祉施設職員等で構成された審査会を開催し意見を聞くことが法令で定められているため。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

障害者総合法に定められた事業であるため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 障害支援区分を認定することは、法令で決められていること

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 から、市以外の実施はできない。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

申請に対して適正に認定審査を実施したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 18,023 18 18,029 100.03
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0.1

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 見込みよりも新規・更新の申請件数が少なく、医師意見

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 書作成手数料等の支出が少なくなった。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.55 また、新型コロナ感染症の感染予防対策のため、審査会

％ 10万円 0.55 100 委員総会を実施しなかったため、支出が少なくなった。

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 390 課コード 0504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 福祉サービスの充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害福祉支援課

個別事業 総合支援法認定審査会の運営 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 8 人 (換算人数 1.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 17,960 千円 (うち人件費 10,680 千円）⑦事業費
総事業費 1,284 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 18,023 千円 (うち人件費 10,680 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33302 重点５ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市障害者プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住みなれた地域で自立した生活が営めるよう、障害福祉サービス提供事



害者手帳は、一定の障害の状態にあることを証する手段であり、手帳交付者が各種サービスを利用するこ
施策目的・

(2)目的 、日中活動の場や住まいの場、在宅福祉サービスの充実を図ります。 事業目的 とによって、社会参加や自立を促進することを目的としています。
展開方向

・障害者（身体・知的・精神）手帳申請書及び添付書類の内容を確認 令和3年1月末時点
・千葉県への進達 身体障害者手帳　　所持者数　　3,561人
・手帳交付事務、台帳管理 当該年度 療育手帳　　所持者数　　1,018人
・自立支援医療（精神通院）の申請書類の確認及び千葉県への進達業務 執行計画 精神障害者保健福祉手帳　　所持者数　　1,162人

(3)事業内容 内　　容 ・自立支援医療受給者証交付 合計5,741人
手帳及び自立支援医療受給者証（新規・更新・変更等）進達　　（通年　3,300件程度）
手帳所持者数 想定値 5,750当該年度

単位 人
活動結果指標 実績値 5,867

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 適正な事務処理を行います。 直接 適正な事務処理（進達数／申請者数） ％ 100 100

令和 4年度 適正な事務処理を行います。 直接 適正な事務処理（進達数／申請者数） ％ 100

令和 5年度 適正な事務処理を行います。 直接 適正な事務処理（進達数／申請者数） ％ 100

障害福祉サービスを受給するための根幹となる事務であり、手続のさらなる迅速化・適正化のために、手帳台帳システムをより
(7)事業実施上の課題と対応 効率的に活用し管理を行います。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

障害者手帳等の交付事務 障害者手帳等の交付事務 障害者手帳等の交付事務 障害者手帳等の交付事務
手帳進達事務を行う 手帳進達事務を行う 手帳進達事務を行う 手帳進達事務を行う
パート会計年度職員（事務補助）×3人 7,050 パート会計年度職員（事務補助）×3人 6,484 6,235 パート会計年度職員（事務補助）×3人 6,484 パート会計年度職員（事務補助）×3人 6,484
精神通院受給者証送付通信運搬費 962 精神通院受給者証送付通信運搬費 964 879 精神通院受給者証送付通信運搬費 964 精神通院受給者証送付通信運搬費 964
精神通院受給者証送付用封筒印刷 63 精神通院受給者証送付用封筒印刷 71 71 精神通院受給者証送付用封筒印刷 71 精神通院受給者証送付用封筒印刷 71

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 8,075 合　　計 7,519 7,185 合　　計 7,519 合　　計 7,519
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 8,075 7,519 7,185 7,519 7,519

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.95 1.35 1.35 0.95 0.95
正職員人件費 8,265 12,015 12,015 8,455 8,455

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 16,340 19,534 19,200 15,974 15,974
(11)単位費用

2.92千円／人 3.4千円／人 3.27
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

法令等により、障害者手帳や自立支援医療受給者証の交付については、市町村が窓口をなることが定められています。障 ●①事前確認での想定どおり
害者手帳を身近な市町村で交付することにより、福祉サービスや制度の利用にきめ細かく、迅速につなげるためです。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

迅速な進達、適切な手帳交付により、福祉サービスの利用につなげることができたため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 法令に基づき、市が実施しなければならないため。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
国の法令に基づき実施している法令受託事務であるため、市民の参加はできない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

迅速な進達、手帳交付事務を実施したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 19,534 △3,194 19,200 98.29
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

コロナウイルスの経過措置による有効期限の延長等があったため。

△19.55

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 コロナウイルスの経過措置による有効期限の延長等があ

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 ったため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.51

％ 10万円 0.52 101.96

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 394 課コード 0504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 日常生活支援の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害福祉支援課

個別事業 障害者手帳等の交付事務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 8 人 (換算人数 1.35 人）
(1)事業概要

(当　初) 19,534 千円 (うち人件費 12,015 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33302 重点５ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市障害者プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住みなれた地域で自立した生活が営めるよう、障害福祉サービス提供事業者に対し適切な支援・指導を行い 障



障害児・者の保護者が生存中一定額の掛金を納付し、保護者が重度障害や死亡した場合に残された障害児・
施策目的・

(2)目的 、日中活動の場や住まいの場、在宅福祉サービスの充実を図ります。 事業目的 者に終身一定額の年金を支給することにより、障害児・者の将来に対し保護者が抱く不安の軽減や障害児・
展開方向

者の生活の安定を図ります。
扶養年金加入の承認（不承認）等の事務を行い、加入者からの掛金を徴収し千葉県に送金、千葉県から送金 加入・脱退等にかかる事務（随時）、年金支給に関する事務（毎月）、掛金徴収に関する事務（毎月）、年
された年金を年金受給者に対し支払います。 金受給者現況届出書の提出に関する事務（年1回5月）、所得状況届出書の受理（年1回7月）

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

心身障害者扶養年金加入者及び心身障害者扶養年金受給者数 想定値 75当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 71

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 適正な事務処理の実施 直接 事務処理率（事務処理件数／処理すべき事務数） ％ 100 100

令和 4年度 適正な事務処理の実施 直接 事務処理率（事務処理件数／処理すべき事務数） ％ 100

令和 5年度 適正な事務処理の実施 直接 事務処理率（事務処理件数／処理すべき事務数） ％ 100

千葉県からの委任事務なので、今後は県の動向を踏まえた事業展開とします。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

心身障害者扶養年金制度加入者負担金 78 心身障害者扶養年金制度加入者負担金 61 36 心身障害者扶養年金制度加入者負担金 61 心身障害者扶養年金制度加入者負担金 61

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 78 合　　計 61 36 合　　計 61 合　　計 61
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 78 61 36 61 61

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.15 0.15 0.15 0.15 0.15
正職員人件費 1,305 1,335 1,335 1,335 1,335

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,383 1,396 1,371 1,396 1,396
(11)単位費用

18.44千円／人 18.61千円／人 19.31
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

「千葉県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例」により市町村が実施する事務と規定されているため。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

千葉県知事の権限に属する事務の処理の特例により、市町村が実施する事務と定められているため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 千葉県知事の権限に属する事務の処理の特例により、市町村

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 が実施する事務と定められているため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

千葉県知事の権限に属する事務の処理の特例に基づき、適正に事務処理を行った
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,396 △13 1,371 98.21
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△0.94

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 7.16

％ 10万円 7.29 101.82

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 395 課コード 0504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 日常生活支援の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害福祉支援課

個別事業 心身障害者扶養年金事務 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ 千葉県 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.15 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,396 千円 (うち人件費 1,335 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33302 重点５ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市障害者プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住みなれた地域で自立した生活が営めるよう、障害福祉サービス提供事業者に対し適切な支援・指導を行い



・指導を行い 障害者支援施設に通所している者又は通所者の扶養義務者に対し、通所に要する費用を助成することにより
施策目的・

(2)目的 、日中活動の場や住まいの場、在宅福祉サービスの充実を図ります。 事業目的 、通所者の属する家庭の生活の安定と福祉の増進を図ることができます。
展開方向

【対象】生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、地域活動支援センター、福祉作業所等への通 7月・10月・1月・4月にそれぞれ前3か月分を各通所施設より報告された通所日数に応じて助成
所者で、通所のために鉄道、路線バス、自動車、自動二輪車又は原動機付自転車を利用する者またはその扶
養義務者 当該年度
【内容】鉄道、路線バス利用者：交通機関の月額定期代を22で除して得た額又は往復運賃のいずれか少ない 執行計画

(3)事業内容 内　　容 額。ただし、最も経済的な通常の経路及び方法により算定するものとし、障害者割引が適用される場合は、
当該適用後の額により算定する。
自動車、自動二輪及び原動機付自転車利用者：片道２㎞ごとに日額５０円（自動二輪及び原動機付自転車は 通所交通費助成者数 想定値 271当該年度
２㎞以上の場合４分の１の額）を助成する。 単位 人

活動結果指標 実績値 361

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 対象者に通所交通費を助成し、生活の安定と福祉の増進を図ります。 間接 対象者への助成率（交通費助成者数／交通費助成対象者数） ％ 100 100

令和 4年度 対象者に通所交通費を助成し、生活の安定と福祉の増進を図ります。 間接 対象者への助成率（交通費助成者数／交通費助成対象者数） ％ 100

令和 5年度 対象者に通所交通費を助成し、生活の安定と福祉の増進を図ります。 間接 対象者への助成率（交通費助成者数／交通費助成対象者数） ％ 100

　以前は近隣に通える事業所が少なく、情報提供も少ない中で利用者自身が事業所を探して通う利用者が多数いた。そのため、
(7)事業実施上の課題と対応 通所への負担も大きかったが、相談支援事業所が設置され、相談支援専門員が計画を立てる段階で情報提供し、近隣に事業所が 代替案検討 ○有 ●無

増加したことや近隣で通える事業所を選択できるようになったことなど、利用者の実態に合わせた通所の支援をしていく。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

心身障害者通所交通費助成費 12,756 心身障害者通所交通費助成費 12,780 13,272 心身障害者通所交通費助成費 12,780 心身障害者通所交通費助成費 12,780
心身障害者通所交通費助成業務を行う 心身障害者通所交通費助成業務を行う 心身障害者通所交通費助成業務を行う 心身障害者通所交通費助成業務を行う
パート会計年度（事務補助）×0.5人 1,311 パート会計年度（事務補助）×0.5人 1,341 1,336 パート会計年度（事務補助）×0.5人 1,341 パート会計年度（事務補助）×0.5人 1,341

心身障害者通所交通費助成費補正予算 520
心身障害者通所交通費助成費予備費 36

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 14,067 合　　計 14,677 14,608 合　　計 14,121 合　　計 14,121
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 14,067 14,677 14,608 14,121 14,121

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1
正職員人件費 870 890 890 890 890

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 14,937 15,567 15,498 15,011 15,011
(11)単位費用

55.12千円／人 57.44千円／人 42.93
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市内の障害者支援施設等では、通園バスが導入されている施設もありますが、通所する障害者によっては公共の交通機関 ●①事前確認での想定どおり
の利用を支援し、社会性の向上を図る必要性がある方もいます。また、経済的負担の軽減を図り、生活の安定を図るだけ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ではなく、日中活動や社会参加の支援を推進していくためにも必要な助成です。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

通所に要する費用の助成を行い、障害のある方の日中活動や社会参加の推進をすることができた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている 助成事業であるため □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 助成事業であるため、市以外の実施は困難。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
■その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

申請者に対して適切な助成を行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 15,567 △630 15,498 99.56
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△4.22

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 新型コロナウイルス感染拡大が収まり、利用者の通所日

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 数が増加したため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.64

％ 10万円 0.65 101.56

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 396 課コード 0504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 日常生活支援の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害福祉支援課

個別事業 心身障害者通所交通費の助成 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 15,011 千円 (うち人件費 890 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 15,567 千円 (うち人件費 890 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33302 重点５ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市障害者プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住みなれた地域で自立した生活が営めるよう、障害福祉サービス提供事業者に対し適切な支援



在宅で障害児・者を介護している保護者が、疾病等の理由により家庭内での介護が困難となり、障害児・者
施策目的・

(2)目的 、日中活動の場や住まいの場、在宅福祉サービスの充実を図ります。 事業目的 を一時的に有料で介護人に委託した場合に、介護委託料及び介護証明手数料の一部を助成することで、障害
展開方向

児・者及び保護者の福祉の向上を図ります。
助成対象となる保護者：本市に住所を有し、身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳の交付を 助成申請書は、随時受付
受けている障害児（者）を家庭内において介護している者。 8月・12月・4月に助成
助成の対象となる介護人：福祉に理解と熱意を有するもの。（ただし、障害者（児）と同一の住居に居住し 当該年度
、かつ、生計を一にしている者及び二親等内の直系血族及び直系姻族並びに配偶者は、除く） 執行計画

(3)事業内容 内　　容 （地域生活支援事業で提供される「日中一時支援事業」は所得等に応じた利用者負担額を設定したため、本
助成の対象外）　　助成金額：4時間未満の委託⇒日額2,500円以内　4時間以上の委託⇒日額5,000円以内
年間50,000円を限度に助成　　　助成方法：保護者が介護委託をした場合、介護委託時間及び介護委託料を 一時介護助成利用者数 想定値 41当該年度
介護人に証明してもらった助成申請書を提出し、4か月分をまとめて、銀行振込 単位 人

活動結果指標 実績値 17

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 対象者に一時介護料を助成し、福祉の向上を図ります。 間接 一時介護助成利用者数 人 40 41

令和 4年度 対象者に一時介護料を助成し、福祉の向上を図ります。 間接 一時介護助成利用者数 人 41

令和 5年度 対象者に一時介護料を助成し、福祉の向上を図ります。 間接 一時介護助成利用者数 人 41

利用者は年々減少傾向にあるが、介護者の疾病などによる緊急対応や一時的な介護負担の軽減など、セーフティネットとしての
(7)事業実施上の課題と対応 性質を持つ事業であり、現行どおり事業を継続していきます。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

心身障害者（児）一時介護助成費 1,230 心身障害者（児）一時介護助成費 1,140 534 心身障害者（児）一時介護助成費 1,140 心身障害者（児）一時介護助成費 1,140

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,230 合　　計 1,140 534 合　　計 1,140 合　　計 1,140
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,230 1,140 534 1,140 1,140

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.05 0.05 0.05 0.05 0.05
正職員人件費 435 445 445 445 445

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,665 1,585 979 1,585 1,585
(11)単位費用

40.61千円／人 38.66千円／人 57.59
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

障害児（者）の福祉サービスは、制度の改正に合わせて必要なときに必要なサービスを受けられる体制を整えてきたが、 ●①事前確認での想定どおり
それだけでは充足しきれないニーズに機敏に対応するため、本制度があります。保護者が介護疲れにより、リフレッシュ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ したい時等身近な知り合いや近所の人にも障害児（者）の介護を委託可能にする本制度は、障害児（者）を介護する家族 ○要
   背景は？(事業の必要性) 、障害児（者）本人にとって必要なサービスです。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

障害のある方の保護者等の介護疲れ等を解消するため、必要な事業である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている 助成事業であるため。 □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 助成事業であるため。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
■その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
40 41 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

日中一時支援事業所等の充実により、当初の想定人数よりも申請者数が少なかっ
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 17 41.46

たため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,585 80 979 61.77
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ 日中一時支援事業所等の充実により、当初の想定 ●不要

日中一時支援事業所等の充実により、当初の想定人数よりも申請者数が 人数よりも申請者数が少なかったため。
少なかったため。

4.8

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 日中一時支援事業所等の充実により、当初の想定人数よ

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 りも申請者数が少なかったため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.59

人 10万円 1.74 67.18

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 397 課コード 0504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 日常生活支援の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害福祉支援課

個別事業 心身障害者（児）一時介護料の助成 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.05 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,585 千円 (うち人件費 445 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33302 重点５ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市障害者プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住みなれた地域で自立した生活が営めるよう、障害福祉サービス提供事業者に対し適切な支援・指導を行い



を行い 障害を持つ方の一時支援の場を提供し、家族や介護者の一時的な休息を可能にすることや、事情により介護
施策目的・

(2)目的 、日中活動の場や住まいの場、在宅福祉サービスの充実を図ります。 事業目的 や見守り等ができないとき、一時的に過ごすことのできる場所やサービスを地域で保障することで、保護者
展開方向

やその家族がともに安心して暮らしていけるようにします。
障害を持つ方の日中の一時支援の場を提供し、家族や介護者の一時的な休息を可能にすることや、事情によ 日中の一時支援
り介護見守り等がにできないとき、一時的に過ごすことのできる場所やサービスを地域で保障することで、 利用申請受付　随時　利用決定　随時　決定通知書の交付　随時
保護者やその家族がともに安心して暮していけるようにします。日中（午前７時～午後７時）の一時支援は 当該年度 事業所への委託料の支払い　毎月　必要に応じた委託契約の実施
、市と委託契約した事業所において実施しています。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

一時支援事業の年間実利用人数 想定値 145当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 143

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 障害児者の家族や介護者への一時的な休息の提供 間接 一時支援事業の年間実利用人数 人 143 140

令和 4年度 障害児者の家族や介護者への一時的な休息の提供 間接 一時支援事業の年間実利用人数 人 145

令和 5年度 障害児者の家族や介護者への一時的な休息の提供 間接 一時支援事業の年間実利用人数 人 150

障害者の社会参加と家族の介護負担軽減や家族の就労を支援するためには重要な事業です。今後もサービスの充実を図るために
(7)事業実施上の課題と対応 も、事業者の拡大等について検討していきます。１８歳未満の障害児童については、「放課後等児童デイサービス」を利用でき 代替案検討 ○有 ●無

るため、対象児童の適切なアセスメントに努める必要があります。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

日中一時支援事業委託料 40,020 日中一時支援事業委託料 38,454 24,352 日中一時支援事業委託料 38,454 日中一時支援事業委託料 38,454
パート会計年度職員 パート会計年度職員 パート会計年度職員 パート会計年度職員
事務補助×0.5人 1,311 事務補助×0.5人 1,341 1,336 事務補助×0.5人 1,341 事務補助×0.5人 1,341

（3月補正）日中一時支援事業委託料 △10,960

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 41,331 合　　計 28,835 25,688 合　　計 39,795 合　　計 39,795
国庫支出金 補助率 31 ％ 12,406 補助率 34.95 ％ 11,920 8,977 補助率 30 ％ 11,920 補助率 30 ％ 11,920
県支出金 補助率 15.5 ％ 6,203 補助率 17.45 ％ 5,960 4,482 補助率 15 ％ 5,960 補助率 15 ％ 5,960
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 22,722 10,955 12,229 21,915 21,915

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1
正職員人件費 870 890 890 890 890

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 42,201 29,725 26,578 40,685 40,685
(11)単位費用

301.44千円／人 205千円／人 185.86
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

日中の一時支援は、障害者総合支援法の地域生活支援事業に位置付けられています。通所サービス利用後や、休日の一時 ●①事前確認での想定どおり
支援の場は、ニーズの高いものになっています。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

日中一時支援の申請受付から利用までの流れを円滑に行い、障害者や家族の安心した地域生活へとつなげた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 障害者総合支援法に定められた地域生活支援事業であり、市

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 以外の実施は困難である。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
143 140 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウィルス感染症対策を想定し、実情に合った目標設定としたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 143 102.14
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 29,725 12,476 26,578 89.41
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

新型コロナウィルス感染症対策の影響が長期化し、利用者数が少なかっ
たため。

29.56

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウィルス感染症対策の影響が長期化し、昨年

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 度に引き続き利用者数は少なかった。その一方、障害者

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.47 の活動場所の確保や家族の休息等の利用ニーズは高く、

人 10万円 0.54 114.89 サービス提供事業所は感染対策を行い、受入れ体制の整

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 398 課コード 0504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 日常生活支援の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害福祉支援課

個別事業 障害児者一時支援事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 40,685 千円 (うち人件費 890 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 29,725 千円 (うち人件費 890 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33302 重点５ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市障害者プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住みなれた地域で自立した生活が営めるよう、障害福祉サービス提供事業者に対し適切な支援・指導



支援・指導を行い 事業者の適切な指定と、指定事業の実施について指導及び命令を行います。
施策目的・

(2)目的 、日中活動の場や住まいの場、在宅福祉サービスの充実を図ります。 事業目的
展開方向

我孫子市に事業所を置く、指定障害福祉サービス事業者（居宅介護・短期入所・共同生活援助・相談支援事 サービス事業所の実地指導・・・16事業所
業）の監査及び指定に関する権限を平成19年4月から、千葉県から移譲を受けたことにより、所定の事務を
行います。 当該年度
障害者総合支援法に規定されている事務事業のうち千葉県より権限移譲されている対象事業に対してＬＧＷ 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ＡＮ-ＡＳＰサービスを利用した指定事業所管理システムを使用し、指定情報を管理します。

実地指導の件数 想定値 16当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 16

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 適時事業者への情報提供や連携をすることで、不正支給を未然に防ぐことができます。 直接 事業者実地指導件数 件 16 16

令和 4年度 適時事業者への情報提供や連携をすることで、不正支給を未然に防ぐことができます。 直接 事業者実地指導件数 件 16

令和 5年度 適時事業者への情報提供や連携をすることで、不正支給を未然に防ぐことができます。 直接 事業者実地指導件数 件 16

基準の内容や手続きの方法が細かく煩雑で、制度改正への対応も必要になる。事業者の正確な理解のため、また新任の担当者が
(7)事業実施上の課題と対応 なるべく早く習熟できるよう整理し、情報提供、集団指導やＨＰを充実させる。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

障害福祉サービス事業者指定事務 障害福祉サービス事業者指定事務 障害福祉サービス事業者指定事務 障害福祉サービス事業者指定事務
障害者総合支援法指定事業所管理
システム改修委託料 2,750

障害者総合支援法指定事業所管理 障害者総合支援法指定事業所管理 障害者総合支援法指定事業所管理 障害者総合支援法指定事業所管理
システム使用料 660 システム使用料 660 660 システム使用料 660 システム使用料 660

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 660 合　　計 660 660 合　　計 660 合　　計 3,410
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 41.5 ％ 1,196
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 660 660 660 660 2,214

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.25 0.95 0.95 1.25 1.25
正職員人件費 10,875 8,455 8,455 11,125 11,125

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 11,535 9,115 9,115 11,785 14,535
(11)単位費用

823.93千円／件 569.69千円／件 569.69
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

障害者総合支援法に基づく指定障害福祉サービス事業者及び相談支援事業を行う者の指定等の事務及び監査等を実施する ●①事前確認での想定どおり
ことで、自立支援給付対象サービス等の質の確保及び自立支援給付の適正化を図ることを目的としています。なお、「千 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 葉県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例（平成12年3月24日条例1号）」に基づき指定及び監査に関する権 ○要
   背景は？(事業の必要性) 限を千葉県から移譲されて実施しているものです。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

引き続き、県からの権限移譲事務を実施しました。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 法に基づき自治体が実施するものです。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
16 16 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

計画通りに指導を実施しました。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 16 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 9,115 2,420 9,115 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

20.98

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.18

件 10万円 0.18 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 400 課コード 0504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 日常生活支援の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害福祉支援課

個別事業 権限移譲に伴う障害福祉サービス事業者指定事務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.95 人）
(1)事業概要

(当　初) 9,115 千円 (うち人件費 8,455 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33302 重点５ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市障害者プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住みなれた地域で自立した生活が営めるよう、障害福祉サービス提供事業者に対し適切な



指導を行い 身体・知的または精神に中～重度の障害を有する20歳未満の児童を監護する父または母、若しくは父母にか
施策目的・

(2)目的 、日中活動の場や住まいの場、在宅福祉サービスの充実を図ります。 事業目的 わって児童を養育している者へ手当を支給することにより、障害児の生活の向上に寄与し、福祉の増進を図
展開方向

ります。
①手当の認定や手当額の改定の請求の受理及びその請求に係る事実についての審査に関する事務 ①手当の認定や手当額の改定の請求の受理及びその請求に係る事実についての審査に関する事務（随時）
②届出事項の変更や所得状況、障害状態の届出等の受理及びその届出に係る事実についての審査に関する事 ②届出事項の変更の届出の受理及びその届出に係る事実についての審査に関する事務
務 当該年度 ③所得状況の届出の受理及びその届出に係る事実についての審査に関する事務（8月11日～9月10日）
③手当に関する通知書や証書の送付に関する事務 執行計画 ④障害状態に関する届出の受理及びその届出に係る事実についての審査に関する事務（7月、11月、3月）

(3)事業内容 内　　容 ④手当に関する証書の記載事項の訂正に関する事務 ③手当に関する通知書や証書の交付に関する事務（随時）
④手当に関する証書の記載事項の訂正に関する事務（随時）
手当受給権者数 想定値 200当該年度

単位 人
活動結果指標 実績値 187

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 適正な事務処理の実施 直接 事務処理率（事務処理件数／処理すべき事務数） ％ 100 100

令和 4年度 適正な事務処理の実施 直接 事務処理率（事務処理件数／処理すべき事務数） ％ 100

令和 5年度 適正な事務処理の実施 直接 事務処理率（事務処理件数／処理すべき事務数） ％ 100

国からの法定受託事務のため、今後も継続して事業を行います。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

特別児童扶養手当法定受託事務 特別児童扶養手当法定受託事務 特別児童扶養手当法定受託事務 特別児童扶養手当法定受託事務

事務取扱交付金 事務取扱交付金 事務取扱交付金 事務取扱交付金
1,844円×215人＝396,460円 1,856円×200人＝371,200円 1,856円×200人＝371,200円 1,856円×200人＝371,200円
（人件費比率15.3％） （人件費比率15.3％） （人件費比率15.3％） （人件費比率15.3％）

特別児童扶養手当証書等送付通信運搬費 139 特別児童扶養手当証書等送付通信運搬費 126 104 特別児童扶養手当証書等送付通信運搬費 126 特別児童扶養手当証書等送付通信運搬費 126
実施内容 福祉手当システム保守料 396

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 535 合　　計 126 104 合　　計 126 合　　計 126
国庫支出金 補助率 15.3 ％ 397 補助率 14.8 ％ 371 347 補助率 15.3 ％ 371 補助率 15.3 ％ 371
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 138 △245 △243 △245 △245

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.3 0.25 0.25 0.25 0.25
正職員人件費 2,610 2,225 2,225 2,225 2,225

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,145 2,351 2,329 2,351 2,351
(11)単位費用

14.3千円／人 11.76千円／人 12.45
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

地方自治法第2条第9項第1号に定める第1号法定受託事務であるため ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

地方自治法第2条第9項第1号に定める法定受託事務であるため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 地方自治法第2条第9項第1号に定める法定受託事務であるた

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 め。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

法令に基づき適正に事務を行ったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,351 794 2,329 99.06
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

25.25

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 4.25

％ 10万円 4.29 100.94

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 401 課コード 0504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 日常生活支援の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害福祉支援課

個別事業 特別児童扶養手当法定受託事務 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ 厚生労働省 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.25 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,351 千円 (うち人件費 2,225 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33302 重点５ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市障害者プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住みなれた地域で自立した生活が営めるよう、障害福祉サービス提供事業者に対し適切な支援・



支援・指導を行い 外出が困難な障害者に対して、施設等で作った弁
施策目的・

(2)目的 、日中活動の場や住まいの場、在宅福祉サービスの充実を図ります。 事業目的 当を定期的に届けることで、安否確認及び栄養バランスの良い食事を提供する。また、理容業者を派遣し、
展開方向

障害者宅で理髪を行うことで、本人及び介護者の外出介護の軽減を図ることを目的とする。
【理髪サービス】 【理髪サービス】発行された理容料助成券の枚数範囲内で対象者が理容技術者に理髪サービスを依頼、理容
　外出が困難で、家族等の介護だけでは理髪を行なうことが困難な身体障害者に対して理髪サービスを提供 技術者が随時訪問し、理髪サービスを提供します。
する。利用回数は年間４回（１年度で４枚理容料助成券を発行） 当該年度 　７月、１０月、１月、４月に我孫子理容組合長からの請求に基づき、理容料の市助成額を支払います。
【配食サービス】 執行計画 【配食サービス】決定された週当たりの回数により、定期的に配食サービスを提供します。

(3)事業内容 内　　容 　障害者のみの世帯又は日中長時間独居で生活する障害者で、安否の確認が必要な者に対して、栄養のバラ 【訪問入浴サービス】委託契約した市内３事業者がおおむね週１回の割合で利用者宅を訪問し、入浴サービ
ンスのとれた弁当を提供する。配食回数については本人の身体定状況により、決定する。 スを実施します。
【訪問入浴サービス】 サービス利用者数 想定値 21当該年度
　重度の身体障害者等のうち、１人もしくは家族等の介助だけでは自宅での入浴が困難な者に対し、移動入 単位 人

活動結果指標 実績値 30浴車で自宅まで搬入し介護士とヘルパーの介助により寝たままの状態で入浴を行う。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 サービスの利用希望者が、必要な時にサービスを利用できる体制を維持し、本人の生活の向上及び介護者の負担軽減を図ります 直接 申請者の利用度（サービス利用者数／申請者数） ％ 100 100
。

令和 4年度 サービスの利用希望者が、必要な時にサービスを利用できる体制を維持し、本人の生活の向上及び介護者の負担軽減を図ります 直接 申請者の利用度（サービス利用者数／申請者数） ％ 100
。

令和 5年度 サービスの利用希望者が、必要な時にサービスを利用できる体制を維持し、本人の生活の向上及び介護者の負担軽減を図ります 直接 申請者の利用度（サービス利用者数／申請者数） ％ 100
。
理髪サービスについては、年々利用者が減少している。また、民間の理容店や美容室等でも訪問サービスしているところも増加

(7)事業実施上の課題と対応 している傾向にあり今後見直しが必要と考える。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

理髪サービス派遣報償費 99 理髪サービス派遣報償費 93 48 理髪サービス派遣報償費 93 理髪サービス派遣報償費 93
配食サービス委託料 687 配食サービス委託料 647 831 配食サービス委託料 647 配食サービス委託料 647
訪問入浴サービス 6,750 訪問入浴サービス 10,375 8,497 訪問入浴サービス 10,375 訪問入浴サービス 10,375

緊急通報システム事業委託料 127 148 緊急通報システム事業委託料 127 緊急通報システム事業委託料 127
（3月補正）配食サービス委託料 200
（予備費充用）配食サービス委託料 45
（流用）緊急通報システム事業委託料 21

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 7,536 合　　計 11,508 9,524 合　　計 11,242 合　　計 11,242
国庫支出金 補助率 28 ％ 2,110 補助率 34.95 ％ 3,216 2,970 補助率 28 ％ 3,216 補助率 28 ％ 3,216
県支出金 補助率 14 ％ 1,055 補助率 17.45 ％ 1,608 1,483 補助率 14 ％ 1,608 補助率 14 ％ 1,608
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 4,371 6,684 5,071 6,418 6,418

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.1 0.15 0.15 0.15 0.15
正職員人件費 870 1,335 1,335 1,335 1,335

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 8,406 12,843 10,859 12,577 12,577
(11)単位費用

400.29千円／人 611.57千円／人 361.97
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　重度の障害者等が在宅での日常生活を送る上で、入浴や栄養バランスのとれた食事を提供するサービスはなくてはなら ●①事前確認での想定どおり
ない事業と考えられます。また、外出が困難な重度障害者宅へ理容業者が訪問し散髪を実施することにより、本人及び介 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 護者の負担を軽減できる。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

重度の障害者について在宅の日常生活を支援するためには、バランスのとれた食事のサービス、理髪サービス、入浴サー
ビスを提供し、利用者本人の生活の質の向上及び家族の負担軽減を図るうえで重要である。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 障害者総合支援法に定められた事業であり、市が実施主体で

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ある。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

利用者に適切にサービスを提供できた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 12,843 △4,437 10,859 84.55
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ コロナ禍で在宅サービスの需要が増加し、事業費 ●不要

コロナ禍で在宅サービスの需要が増加し、事業費が増加した。 が増加した。

△52.78

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 コロナ禍で在宅サービスの需要が増加し、事業費が増加

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 した。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.78

％ 10万円 0.92 117.95

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 402 課コード 0504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 日常生活支援の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害福祉支援課

個別事業 在宅サービス支援事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.15 人）
(1)事業概要

(当　初) 12,577 千円 (うち人件費 1,335 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 12,843 千円 (うち人件費 1,335 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33302 重点５ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市障害者プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住みなれた地域で自立した生活が営めるよう、障害福祉サービス提供事業者に対し適切な



指導を行い タクシー利用時に乗車料金の一部を助成し、重度障害者の外出や社会参加を支援します。
施策目的・

(2)目的 、日中活動の場や住まいの場、在宅福祉サービスの充実を図ります。 事業目的
展開方向

重度の心身障害者に対し福祉タクシー券を交付し、外出時に市と契約したタクシー事業者を利用したときに タクシー券交付
、乗務員に券を渡すことによって、市の助成額を差し引いて支払うことができる制度です。又、我孫子市で 償還払い分助成　利用者からの申請により、毎月助成
は、契約外の事業者（主に市外事業者）を利用したときに、領収書と券を対にして市に申請することで、償 当該年度 タクシー事業者支払分　事業所からの請求により、毎月支払い
還払いも受けることができます。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ■対象者　　重度身体障害者　重度知的障害者　重度精神障害者
■交付枚数　年間４８枚（透析者は年間９６枚）
■助成額　タクシー券１枚につき初乗り料金分 タクシー券交付人数 想定値 1,010当該年度

単位 人
活動結果指標 実績値 865

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 対象者にタクシー券を交付し、外出や社会参加を支援します。 間接 タクシー券交付人数 人 865 1,010

令和 4年度 対象者にタクシー券を交付し、外出時や社会参加を支援します。 間接 タクシー券交付人数 人 1,015

令和 5年度 対象者にタクシー券を交付し、外出時や社会参加を支援します。 間接 タクシー券交付人数 人 1,020

令和3年度は、要綱改正に伴い助成額が変更になるため、利用者・事業者ともに混乱しないよう周知する。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

償還払い分助成費 846 償還払い分助成費 1,184 621 償還払い分助成費 1,184 償還払い分助成費 1,184
タクシー事業者利用助成費 10,966 タクシー事業者利用助成費 12,865 7,020 タクシー事業者利用助成費 12,865 タクシー事業者利用助成費 12,865
タクシー利用券印刷 215 タクシー利用券印刷 227 165 タクシー利用券印刷 227 タクシー利用券印刷 227
福祉タクシー券ナンバリング委託料 81 福祉タクシー券ナンバリング委託料 58 58 福祉タクシー券ナンバリング委託料 58 福祉タクシー券ナンバリング委託料 58

（３月補正）福祉タクシー助成費 △5,937

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 12,108 合　　計 8,397 7,864 合　　計 14,334 合　　計 14,334
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 12,108 8,397 7,864 14,334 14,334

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.3 0.1 0.1 0.3 0.3
正職員人件費 2,610 890 890 2,670 2,670

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 14,718 9,287 8,754 17,004 17,004
(11)単位費用

14.57千円／人 9.2千円／人 10.12
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

我孫子市は幅員の狭い道路が多くあるため、バスの運行ルートが制限され、国道を中心にバス停が設置されていることか ●①事前確認での想定どおり
ら、ドアｔｏドアでのタクシー利用は、車イス者や視覚障害者、内部障害による歩行制限がされている方々にとって、有 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 効な交通手段です。福祉タクシー助成事業は、通院等をはじめとした外出の機会を支援し、障害者の日常生活の利便を図 ○要
   背景は？(事業の必要性) ることにより、障害がある方の社会参加を促進する必要な事業です。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

福祉タクシー券の交付により、重度障害者の社会参加を支援することができた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている 助成事業のため □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市の助成事業であるため

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
■その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
865 1,010 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

福祉タクシー券の利用希望者に対して、交付を行ったが、想定より申請は少なか
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 865 85.64

った。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 9,287 5,431 8,754 94.26
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

新型コロナウイルスの影響で障害者の外出が減り、タクシー券の利用が
減少したため。

36.9

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 新型コロナウイルスの影響で障害者の外出が減り、タク

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 シー券の利用が減少したため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 10.88

人 10万円 9.88 90.81

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 403 課コード 0504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 日常生活支援の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害福祉支援課

個別事業 福祉タクシー乗車料金の助成 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 15,224 千円 (うち人件費 890 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 9,287 千円 (うち人件費 890 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33302 重点５ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市障害者プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住みなれた地域で自立した生活が営めるよう、障害福祉サービス提供事業者に対し適切な支援・



支援・指導を行い 重度の障害により日常生活において常時特別の介護を必要とする状態にある最重度の障害児・者に対して手
施策目的・

(2)目的 、日中活動の場や住まいの場、在宅福祉サービスの充実を図ります。 事業目的 当を支給することにより、重度の障害により特に必要とされる負担の軽減を図ります。
展開方向

対象者 5月・8月・11月・2月に手当を支給
①基準に該当する最重度の障害を持つ20歳未満の者
②基準に該当する最重度の障害を持つ20歳以上の者 当該年度
※①②とも所得が一定以内であること、施設入所していないこと 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ※②は3ヶ月を超えて入院していないこと
支給金額:①障害児福祉手当　月額14,880円　②特別障害者手当　月額27,350円　（経過的福祉手当　月額1
4,880円） 支給方法:3か月分をまとめて、銀行振込 手当受給者数 想定値 119当該年度

単位 人
活動結果指標 実績値 124

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 対象者に手当を支給し、重度の障害により特に必要とされる負担の軽減を図ります。 間接 対象者への支給率（手当支給者数／手当支給対象者数） ％ 100 100

令和 4年度 対象者に手当を支給し、重度の障害により特に必要とされる負担の軽減を図ります。 間接 対象者への支給率（手当支給者数／手当支給対象者数） ％ 100

令和 5年度 対象者に手当を支給し、重度の障害により特に必要とされる負担の軽減を図ります。 間接 対象者への支給率（手当支給者数／手当支給対象者数） ％ 100

国からの法定受託事務のため、今後も継続して事業を行います。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

特別障害者手当 22,848 特別障害者手当 22,974 23,111 特別障害者手当 22,974 特別障害者手当 22,974
障害児福祉手当 8,342 障害児福祉手当 8,393 6,756 障害児福祉手当 8,393 障害児福祉手当 8,393
経過的福祉手当 355 経過的福祉手当 358 358 経過的福祉手当 358 経過的福祉手当 358

福祉手当（国）通知等送付通信運搬費 22 福祉手当（国）通知等送付通信運搬費 22 19 福祉手当（国）通知等送付通信運搬費 22 福祉手当（国）通知等送付通信運搬費 22

福祉手当システム保守料 396 396 福祉手当システム保守料 396 福祉手当システム保守料 396
実施内容

（流用）特別障害者手当 137
(8)施行事項

費　　用 （流用）障害児福祉手当 △137
（３月補正）障害児福祉手当 △1,410

予算(決算)額 合　　計 31,567 合　　計 30,733 30,640 合　　計 32,143 合　　計 32,143
国庫支出金 補助率 75 ％ 25,947 補助率 75 ％ 23,792 22,667 補助率 75 ％ 23,792 補助率 75 ％ 23,792
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 5,620 6,941 7,973 8,351 8,351

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.35 0.35 0.35 0.4 0.4
正職員人件費 3,045 3,115 3,115 3,560 3,560

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 34,612 33,848 33,755 35,703 35,703
(11)単位費用

262.21千円／人 284.44千円／人 272.22
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

特別児童扶養手当等の支給に関する法律で定められた制度であるため、市が実施機関となっています。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

特別児童扶養手当等の支給に関する法律で定められた事業であるため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 特別児童扶養手当等の支給に関する法律で定められた事業で

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 あるため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

特別児童扶養手当等の支給に関する法律に基づき、適正な事務処理を行ったため
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 33,848 764 33,755 99.73
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

福祉手当の給付（国）の当初の見込より少なかったため。

2.21

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.3

％ 10万円 0.3 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 404 課コード 0504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 日常生活支援の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害福祉支援課

個別事業 福祉手当の給付（国） 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.35 人）
(1)事業概要

(当　初) 35,258 千円 (うち人件費 3,115 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 33,848 千円 (うち人件費 3,115 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33302 重点５ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市障害者プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住みなれた地域で自立した生活が営めるよう、障害福祉サービス提供事業者に対し適切な



児、心身障害者、知的障害者、ねたきり身体障害者及び寝たきり高齢者等に対して福祉手当を支給
施策目的・

(2)目的 、日中活動の場や住まいの場、在宅福祉サービスの充実を図ります。 事業目的 することにより、その生活の安定と福祉の向上を図ります。
展開方向

【対象者】重度の障害を持つ心身障害児・心身障害者・知的障害者・ねたきり身体障害者・精神障害者・ね 9月・3月に手当を支給
たきり高齢者等（各種制限有）
【支給金額】心身障害児・知的障害者・ねたきり身体障害者　月額8,650円　心身障害者・ねたきり高齢者 当該年度
等・精神障害者　月額6,500円　（所得制限あり一部該当者は半額支給） 執行計画

(3)事業内容 内　　容 【支給方法】6か月分をまとめて、銀行振込

福祉手当受給者数 想定値 760当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 818

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 対象者に手当を支給し、生活の安定と福祉の向上を図ります。 間接 対象者への支給率（手当支給者数／手当支給対象者数） ％ 100 100

令和 4年度 対象者に手当を支給し、生活の安定と福祉の向上を図ります。 間接 対象者への支給率（手当支給者数／手当支給対象者数） ％ 100

令和 5年度 対象者に手当を支給し、生活の安定と福祉の向上を図ります。 間接 対象者への支給率（手当支給者数／手当支給対象者数） ％ 100

障害者に手当を給付することで生活の安定化を図ることができるため、今後も引き続き所得制限の導入を継続して適正な給付を
(7)事業実施上の課題と対応 実施していきます。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

在宅知的障害者福祉手当 9,758 在宅知的障害者福祉手当 9,965 10,095 在宅知的障害者福祉手当 9,965 在宅知的障害者福祉手当 9,965
在宅身体障害者福祉手当 46,137 在宅身体障害者福祉手当 45,630 44,360 在宅身体障害者福祉手当 45,630 在宅身体障害者福祉手当 45,630
在宅ねたきり高齢者等福祉手当 624 在宅ねたきり高齢者等福祉手当 624 403 在宅ねたきり高齢者等福祉手当 624 在宅ねたきり高齢者等福祉手当 624
心身障害児福祉手当 1,506 心身障害児福祉手当 1,869 2,275 心身障害児福祉手当 1,869 心身障害児福祉手当 1,869
現況届等送付通信運搬費 150 現況届等送付通信運搬費 150 126 現況届等送付通信運搬費 150 現況届等送付通信運搬費 150
福祉手当窓付封筒印刷費 147 福祉手当窓付封筒印刷費 162 162 福祉手当窓付封筒印刷費 162 福祉手当窓付封筒印刷費 162

障害者福祉手当システム保守料 396 396 障害者福祉手当システム保守料 396 障害者福祉手当システム保守料 396
実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 58,322 合　　計 58,796 57,817 合　　計 58,796 合　　計 58,796
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 8 ％ 4,982 補助率 8 ％ 4,982 4,503 補助率 8 ％ 4,982 補助率 8 ％ 4,982
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 53,340 53,814 53,314 53,814 53,814

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3
正職員人件費 2,610 2,670 2,670 2,670 2,670

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 60,932 61,466 60,487 61,466 61,466
(11)単位費用

80.17千円／人 80.88千円／人 73.94
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　重度の在宅低所得障害者（児）の生活の安定と福祉の向上を図るために、福祉手当を支給します。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

在宅の重度障害者で低所得者への給付に重点を置き、生活の安定と福祉の向上を図ることができた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 重度障害者への給付であり、市以外は困難。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

申請に対して、適切な給付を行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 61,466 △534 60,487 98.41
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△0.88

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.16

％ 10万円 0.17 106.25

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業での中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 405 課コード 0504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 日常生活支援の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害福祉支援課

個別事業 福祉手当の給付（市） 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 61,466 千円 (うち人件費 2,670 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33302 重点５ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市障害者プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住みなれた地域で自立した生活が営めるよう、障害福祉サービス提供事業者に対し適切な支援・指導を行い 心身障害



ス提供事業者に対し適切な支援・指導を行い 障害者総合支援法に基づく障害福祉サービス、地域生活支援事業のサービスの令和３年度から令和５年度ま
施策目的・

(2)目的 、日中活動の場や住まいの場、在宅福祉サービスの充実を図ります。 事業目的 での提供体制の確保や充実のための目標値や方策を定め、計画の推進を図ります。
展開方向

この計画は、障害者総合支援法第88条第1項に基づく「障害福祉計画」と障害者基本法第11条に基づく「障 我孫子市障害者プランの進捗状況の報告及び進行管理・点検について、障害者総合支援法に基づき設置され
害者計画」を一体的に策定した計画であり、ともに法律で定められた計画です。 ている自立支援協議会で行います。
障害者総合支援法に基づく障害福祉サービス等を通じて、令和３年度の地域移行や就労移行等の目標値を定 当該年度
めるとともに、目標に向けた令和３年度から令和５年度までの各障害福祉サービスや地域生活支援事業のサ 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ービス提供見込量等を定めた我孫子市障害者プランに沿ってサービス提供の推進を図ります。

計画数値の達成率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 我孫子市障害者プランの計画に基づき各種事業を実施する。 直接 計画の数値の達成率 ％ 100 100

令和 4年度 我孫子市障害者プランの計画に基づき各種事業を実施する。 直接 計画の数値の達成率 ％ 100

令和 5年度 我孫子市障害者プランの計画に基づき各種事業を実施する。 直接 計画の数値の達成率 % 100

我孫子市障害者プランの推進を図るために、自立支援協議会に図りながら適切な進行管理を行う。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

我孫子市障害者プラン策定・進行管理 我孫子市障害者プランの進行管理 我孫子市障害者プランの進行管理 我孫子市障害者プラン策定・進行管理
障害者プラン印刷製本費 297 令和3年生活のしずらさ等に関する調査 障害者プラン印刷製本費 297
障害者プランアンケート返信用封筒印刷 27 全国在宅障害児・者等実態調査員報償費 80 障害者プランアンケート返信用封筒印刷 27
障害者プランアンケート送付 81 全国在宅障害児・者等実態調査協力者記 16 障害者プランアンケート送付 81
障害者プランアンケート返信 65 全国在宅障害児・者等実態調査員報償費 △80 障害者プランアンケート返信 65

全国在宅障害児・者等実態調査協力者記 △16

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 470 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 470
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 470 0 0 0 470

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.8 0.4 0.4 0.4 0.4
正職員人件費 6,960 3,560 3,560 3,560 3,560

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 7,430 3,560 3,560 3,560 4,030
(11)単位費用

74.3千円／％ 35.6千円／％ 35.6
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

この計画は、障害者総合支援法第88条第1項に基づく「障害福祉計画」と障害者基本法第11条に基づく「障害者計画」を ●①事前確認での想定どおり
一体的に策定した計画であり、ともに法律で定められた計画である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

自立支援協議会を核として、事業者、関係機関、関係団体等と連携をとりながら計画を推進した。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 法律により定められた計画であるため。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 障害者プランの進歩状況や進行管理について、自立支援協議 障害者プランの進捗状況や進行管理について、自立支援協議 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り 会や市内障害者福祉関係団体から意見聴収を行う。 会の意見を伺い内容へ反映させた。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

適切に計画にかかる進行管理を行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,560 3,870 3,560 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

52.09

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.81

％ 10万円 2.81 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
障害者基本法に基づく障害者計画と障害者総合計画に基づく障害福祉計画を一体的に策定した我孫子市障害者プラン（令和３年度から令和５年
度）に基づき、サービス提供体制を整備し引き続き継続して推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 406 課コード 0504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 日常生活支援の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害福祉支援課

個別事業 障害者プランの策定・推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 3年度 ～ 令和 5年度 ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.4 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,656 千円 (うち人件費 3,560 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 3,560 千円 (うち人件費 3,560 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33302 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第6次健康福祉総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住みなれた地域で自立した生活が営めるよう、障害福祉サービ



支援・指導を行い ①重度身体障害者が、自ら所有し運転する自動車を改造又は購入する場合に、それに要する経費の一部を助
施策目的・

(2)目的 、日中活動の場や住まいの場、在宅福祉サービスの充実を図ります。 事業目的 成することにより、重度身体障害者の社会参加の促進を図ります。　②障害者に対して自動車運転免許の取
展開方向

得に要する費用の一部を助成し、障害者の就労等社会活動への参加を促進することを目的とします。
①重度障害者が、自ら所有し運転する自動車の操向装置（ハンドル）及び駆動装置（アクセル及びブレーキ ４月～３月
）等の改造に要する経費を1人あたり10万円を限度に助成します。 制度の周知・申請受付・支給
②障害者が運転免許取得に直接要した費用の3分の2以内とし、1人あたり10万円を限度に助成します。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

運転免許取得数助成人数・改造助成人数の計 想定値 4当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 4

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 助成費の支給事務を適切に行うことで、申請者の生活の便宜を図ります。 直接 適切な助成費支給事務（助成者数／申請者数） ％ 100 100

令和 4年度 助成費の支給事務を適切に行うことで、申請者の生活の便宜を図ります。 直接 適切な助成費支給事務（助成者数／申請者数） ％ 100

令和 5年度 助成費の支給事務を適切に行うことで、申請者の生活の便宜を図ります。 直接 適切な助成費支給事務（助成者数／申請者数） ％ 100

車両の改造や運転免許取得に対する助成は、移動が困難な障害者にとって就労や社会参加をするためにも有効な事業です。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

自動車運転免許費用助成 200 自動車運転免許費用助成 200 200 自動車運転免許費用助成 200 自動車運転免許費用助成 200
自動車改造助成費 200 自動車改造助成費 200 100 自動車改造助成費 200 自動車改造助成費 200

自動車運転免許費用助成（予算流用） 100 100

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 400 合　　計 500 400 合　　計 400 合　　計 400
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 400 500 400 400 400

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.05 0.1 0.1 0.1 0.1
正職員人件費 435 890 890 890 890

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 835 1,390 1,290 1,290 1,290
(11)単位費用

208.75千円／人 347.5千円／人 322.5
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

①移動が不自由な身体障害者が自ら運転する車両を、個々の障害の状態にあわせて改造することにより、社会参加や就労 ●①事前確認での想定どおり
等行うときの移動手段を確保することができます。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ②身体や知的、精神に障害があるために、社会参加や就労活動等が制限されている方に対し、自動車運転免許取得費用を ○要
   背景は？(事業の必要性) 助成することによって、移動手段の確保により社会との繋がりができることや自動車を利用した職種に就労できる可能性 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

が拡大されます。 障害者の社会参加を推進するために必要な事業である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている 助成事業のため □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 助成事業である為市以外の実施は困難。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
■その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

申請者に適切に給付した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,390 △555 1,290 92.81
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△66.47

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 7.19

％ 10万円 7.75 92.77

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 407 課コード 0504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 日常生活支援の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害福祉支援課

個別事業 自動車改造及び運転免許取得への支援 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,290 千円 (うち人件費 890 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 1,390 千円 (うち人件費 890 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33302 重点５ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市障害者プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住みなれた地域で自立した生活が営めるよう、障害福祉サービス提供事業者に対し適切な



事業者に対し適切な支援・指導を行い 障害児・者が、自己決定に基づいて必要な福祉サービスを利用できるようにすることで、障害児・者の自立
施策目的・

(2)目的 、日中活動の場や住まいの場、在宅福祉サービスの充実を図ります。 事業目的 を支え、地域で安心して暮らしていくことができるようにします。
展開方向

障害のある人からの福祉サービス利用相談・申請を受け、次の手順で必要性を総合的に判定し、サービスの サービスの支給決定及び障害者受給者証及び決定通知発行　年間約件
支給決定を行います。支給決定されたサービスの利用に基づき、国保連合会を通じて各事業所へ毎月障害介 障害者自立支援給付費国保連支払事務　毎月　月平均1,130件
護給付費等の支払を行うと共に、事業所への情報提供や指導、支援を随時行います。自立支援医療（更生医 当該年度 新規事業者への請求事務説明　随時
療・育成医療）については、身体障害者が障害の軽減及び除去する医療費を給付します。 執行計画 自立支援医療（更生医療及び育成医療）の申請・決定・医療の給付　随時

(3)事業内容 内　　容 【障害者福祉システム賃貸借】 <政策>ＩＣＴインフラ及び基幹システム変更に伴う障害者福祉システムの設定変更を行う。
債務負担行為　限度額：39,441千円　設定年度：平成30年度　支払年度：平成31年度から平成36年度まで
【ＩＣＴインフラ及び基幹システム変更】 福祉サービス・自立支援医療（更生医療・育成医療）の実利用者人数 想定値 1,000当該年度
ＩＣＴインフラ及び基幹システム変更に伴う障害者福祉システムの設定変更を行う。 単位 人

活動結果指標 実績値 1,179

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 適切な福祉サービス費支給事務を行うことで、申請者の福祉サービスの利用について便宜を図ります。 直接 適切な福祉サービス支給事務（利用者数／申請者数） ％ 100 100

令和 4年度 適切な福祉サービス費支給事務を行うことで、申請者の福祉サービスの利用について便宜を図ります。 直接 適切な福祉サービス支給事務（利用者数／申請者数） ％ 100

令和 5年度 適切な福祉サービス費支給事務を行うことで、申請者の福祉サービスの利用について便宜を図ります。 直接 適切な福祉サービス支給事務（利用者数／申請者数） ％ 100

毎年、自立支援給付費の額が増加しているため、自立支援給付費支払業務支援システムを導入し、給付費の請求データの審査を
(7)事業実施上の課題と対応 より厳密に行い、事業所からの誤請求を無くすことで歳出の増加を抑える。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

障害者自立支援給付費 1,927,073 障害者自立支援給付費 2,107,902 2,099,557 障害者自立支援給付費 2,276,855 障害者自立支援給付費 2,436,235
更生医療給付事業費 150,000 更生医療給付事業費 147,600 120,907 更生医療給付事業費 147,600 更生医療給付事業費 147,600
育成医療給付事業費 1,680 育成医療給付事業費 1,560 286 育成医療給付事業費 1,560 育成医療給付事業費 1,560
嘱託医報償費 264 嘱託医報償費 264 132 嘱託医報償費 264 嘱託医報償費 264
療養介護医療費 11,442 療養介護医療費 11,442 11,016 療養介護医療費 11,442 療養介護医療費 11,442
国保連、更生育成療養介護医療手数料 1,789 国保連、更生育成療養介護医療手数料 1,865 2,002 国保連、更生育成療養介護医療手数料 1,865 国保連、更生育成療養介護医療手数料 1,865
光回線使用料 84 光回線使用料 84 84 光回線使用料 84 光回線使用料 84

実施内容 （３月補正）更生医療給付事業費 △17,801
障害者福祉システム保守業務委託料 2,313 障害者福祉システム保守業務委託料 2,313 2,244 障害者福祉システム保守業務委託料 2,313 障害者福祉システム保守業務委託料 2,313

(8)施行事項
費　　用 自立支援給付事務を行う 自立支援給付事務を行う 自立支援給付事務を行う 自立支援給付事務を行う

パート会計年度職員（事務補助）×1人 2,581 パート会計年度職員（事務補助）×1人 2,682 2,687 パート会計年度職員（事務補助）×1人 2,682 パート会計年度職員（事務補助）×1人 2,682
障害者福祉システム賃貸借 5,404 障害者福祉システム賃貸借 5,404 5,404 障害者福祉システム賃貸借 5,404 障害者福祉システム賃貸借 5,404
【債務負担】（31年～36年） 【債務負担】（31年～36年） 【債務負担】（31年～36年） 【債務負担】（31年～36年）
※障害者福祉手当システム賃貸借含む ※障害者福祉手当システム賃貸借含む ※障害者福祉手当システム賃貸借含む ※障害者福祉手当システム賃貸借含む
※重度障害者医療費システム賃貸借含む ※重度障害者医療費システム賃貸借含む ※重度障害者医療費システム賃貸借含 ※重度障害者医療費システム賃貸借含

＊ 自立支援給付費審査支払業務支援 自立支援給付費審査支払業務支援 自立支援給付費審査支払業務支援 自立支援給付費審査支払業務支援
システム使用料 792 システム使用料 951 951 システム使用料 951 システム使用料 951

＊ 障害福祉システム設定業務委託料 190 190
（充用）障害者福祉システム改修業務委 898 898

予算(決算)額 合　　計 2,103,422 合　　計 2,265,354 2,246,358 合　　計 2,451,020 合　　計 2,610,400
国庫支出金 補助率 50 ％ 1,061,079 補助率 50 ％ 1,134,384 1,039,551 補助率 50 ％ 1,151,351 補助率 0 ％ 1,151,351
県支出金 補助率 25 ％ 530,539 補助率 25 ％ 567,192 515,076 補助率 25 ％ 575,675 補助率 0 ％ 575,675
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 511,804 563,778 691,731 723,994 883,374

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.8 1.9 1.9 1.9 1.9
正職員人件費 15,660 16,910 16,910 16,910 16,910

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 2,574 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,119,082 2,282,264 2,263,268 2,467,930 2,627,310
(11)単位費用

2,140.49千円／人 2,282.26千円／人 1,919.65
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

障害者自立支援給付事務は、障害者が地域で安心して暮らしていくために必要な事業であり、障害者が自ら福祉サービス ●①事前確認での想定どおり
を選択した給付申請に基づき、必要なサービスを給付することで、障害者の自立や生活を支えていく必要があります。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ また、その費用は障害者総合支援法の規定により、本人負担分以外は国、県、市で費用負担しなければならない事業です ○要
   背景は？(事業の必要性) 。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

障害者総合支援法に基づく給付費であり、障害のある方が地域で安心して生活するために必要な事業である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 法令で定められた事業であり、市が実施する必要がある。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

法令に定められた基準により実施したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,282,264 △163,182 2,263,268 99.17
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

当初の想定を上回る利用実績となったため。

△7.7

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 当初の想定を上回る利用実績となったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.44

％ 1000万円 0.44 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進

様

していく。 令和４年度

式

からは結合後の事務事

第

業の中で一体的に推進

３

していく。

号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 409 課コード 0504 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 日常生活支援の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害福祉支援課

個別事業 障害者自立支援給付事務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 10 人 (換算人数 1.9 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,299,167 千円 (うち人件費 16,910 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 2,282,264 千円 (うち人件費 16,910 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33302 重点５ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市障害者プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住みなれた地域で自立した生活が営めるよう、障害福祉サービス提供



行い 視覚障害者の働く場として、我孫子市老人福祉センターつつじ荘及び我孫子市西部福祉センターでのマッサ
施策目的・

(2)目的 、日中活動の場や住まいの場、在宅福祉サービスの充実を図ります。 事業目的 ージ業を提供することにより、視覚障害者の自立の促進や福祉の増進を図ることができます。
展開方向

対象：市内に住所を有する視覚障害者で、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師等に関する法律第３ 視覚障害者マッサージ師の派遣
条の３第２項に規定するあん摩マッサージ指圧師の免許証を有する者のうち、我孫子市老人福祉センターつ 我孫子市老人福祉センターマッサージ師派遣の会の調整により年間を通じて随時実施
つじ荘及び我孫子市西部福祉センターにて福祉センターの利用者にマッサージを行うことを希望する者で、 当該年度 派遣事業費の支払
登録を申請し、登録決定された者 執行計画 4月、6月、8月、10月、12月、2月に我孫子市老人福祉センターマッサージ師派遣の会からの請求により支払

(3)事業内容 内　　容 内容：登録された視覚障害者マッサージ師が、我孫子市老人福祉センターマッサージ師派遣の会の調整のも います。
と、我孫子市老人福祉センターつつじ荘及び我孫子市西部福祉センターにて福祉センターの利用者にマッサ
ージを実施します。 視覚障害者の働く場の確保 想定値 6当該年度
事業費の支払：マッサージ師１人につき１日2,850円を我孫子市視覚障害者マッサージ師派遣事業費として 単位 人

活動結果指標 実績値 4支払います。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 視覚障害者の福祉の増進を図ります。 直接 視覚障害者マッサージ師の人数 人 4 6

令和 4年度 視覚障害者の福祉の増進を図ります。 直接 視覚障害者マッサージ師登録人数 人 4

令和 5年度 視覚障害者の福祉の増進を図ります。 直接 視覚障害者マッサージ師登録人数 人 4

　視覚障害者の就労環境の整備では、当面実施が必要な事業であり、より効果的な事業となるよう、ＰＲを強化します。また、
(7)事業実施上の課題と対応 利用者増に向けた実施方法や場所について、マッサージ師派遣の会と協議・検討を行います。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

視覚障害者マッサージ師派遣報償費 1,710 視覚障害者マッサージ師派遣報償費 1,710 1,534 視覚障害者マッサージ師派遣報償費 1,710 視覚障害者マッサージ師派遣報償費 1,710

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,710 合　　計 1,710 1,534 合　　計 1,710 合　　計 1,710
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,710 1,710 1,534 1,710 1,710

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.05 0.05 0.05 0.05 0.05
正職員人件費 435 445 445 445 445

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,145 2,155 1,979 2,155 2,155
(11)単位費用

357.5千円／人 359.17千円／人 494.75
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　視覚障害者の就業については、近年、パソコン等の情報支援機器の普及により、これらを活用するなどをして雇用をめ ○①事前確認での想定どおり
ぐる環境も変化してきていますが、これまで重度の視覚障害者は、身体障害者の中でも一般雇用の割合は低く、あん摩マ ●②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ッサージ指圧、針、灸を中心とする自営に従事する方が多くいます。 ○要
   背景は？(事業の必要性) 　このような状況にある中、あん摩マッサージ指圧、針、灸業に晴眼者の進出等による施術料収入の減少などの課題があ ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

ることから、視覚障害者の就労の場の確保と、収入の安定を図る必要があります。 市内の視覚障害者マッサージ師の資格所持者数が減ったため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている 市の施設において、視覚障害者の働く場を提供し、市が報償 □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 視覚障害者の就労機会の確保及び経済的な支援のため事業で

□提供主体が市しかない 費を支払う事業であるため。 □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 あり、市以外の実施は困難である。
■その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
4 6 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

市内の視覚障害者マッサージ師の資格所持者数が減ったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 4 66.67
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,155 △10 1,979 91.83
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△0.47

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 市内の視覚障害者マッサージ師の資格所持者数が減った

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 ため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.28

人 10万円 0.2 71.43

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業見直しによる結合。令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 411 課コード 0504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 障害を持つ方の働く場の整備 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害福祉支援課

個別事業 視覚障害者マッサージ師の派遣 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.05 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,155 千円 (うち人件費 445 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33302 重点５ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市障害者プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住みなれた地域で自立した生活が営めるよう、障害福祉サービス提供事業者に対し適切な支援・指導を



対し適切な支援・指導を行い 医療的支援が必要な重度の障害者（児）の医療機関への受診の機会を確保し、健康保持を増進します。また
施策目的・

(2)目的 、日中活動の場や住まいの場、在宅福祉サービスの充実を図ります。 事業目的 、電算処理システムを活用することで、助成対象者の資格審査事務の適正化、助成額計算処理の簡素化及び
展開方向

県補助申請等事務の効率化を図ります。
疾病又は負傷について保険医療を受けた重度の障害者（児）が医療機関で診療を受けた場合、保険診療によ ◎対象者の認定　・医療費助成対象者の資格認定（随時）・医療費助成決定通知書・受給券・停止通知書の
る自己負担額を助成します。重度障害者医療費助成システムを活用し、重度障害者医療費助成対象者の資格 発行（７月）
認定を適正に行うとともに事務処理の効率化を図ります。 当該年度 ◎助成事務　助成申請：随時　医療費給付：申請月の翌月末

執行計画
(3)事業内容 内　　容

重度障害者（児）医療費給付者数 想定値 1,650当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 1,513

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 重度の障害者（児）が容易に必要な医療を受けられるようにします。 直接 重度障害者（児）医療費給付者数／重度障害者（児）医療費申請者数 ％ 100 100

令和 4年度 重度の障害者（児）が容易に必要な医療を受けられるようにします。 直接 重度障害者（児）医療費給付者数／重度障害者（児）医療費申請者数 ％ 100

令和 5年度 重度の障害者（児）が容易に必要な医療を受けられるようにします。 直接 重度障害者（児）医療費給付者数／重度障害者（児）医療費申請者数 ％ 100

重度心身障害者の健康維持のために受診の機会を確保するためには重要な事業です。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

重度障害者（児）医療費給付費 210,000 重度障害者（児）医療費給付費 203,400 184,479 重度障害者（児）医療費給付費 203,400 重度障害者（児）医療費給付費 203,400

重度障害者医療費システム保守料 462 重度障害者医療費システム保守料 462 462 重度障害者医療費システム保守料 462 重度障害者医療費システム保守料 462
重度医療決定通知送付 139 重度医療決定通知送付 139 114 重度医療決定通知送付 139 重度医療決定通知送付 139
重度障害者医療事務を行う 重度障害者医療事務を行う 重度障害者医療事務を行う 重度障害者医療事務を行う
パート会計年度職員（事務補助）×1人 2,574 パート会計年度職員（事務補助）×1人 2,699 2,641 パート会計年度職員（事務補助）×1人 2,699 パート会計年度職員（事務補助）×1人 2,699
重度医療費手数料 2,940 重度医療費手数料 2,940 2,475 重度医療費手数料 2,940 重度医療費手数料 2,940

実施内容 重度医療費書類返信用切手 1 1 重度医療費書類返信用切手 1 重度医療費書類返信用切手 1
重度障害者（児）医療費給付費

(8)施行事項
費　　用 補正予算 △12,000

(3月補正)職員手当、社会保険料等 △377

予算(決算)額 合　　計 216,115 合　　計 197,264 190,172 合　　計 209,641 合　　計 209,641
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 45 ％ 96,371 補助率 50 ％ 114,866 86,942 補助率 50 ％ 114,866 補助率 50 ％ 114,866
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 109,024 70,702 103,230 83,079 83,079

その他の財源 □特会 □受益 □基金 ■その他 10,720 □特会 □受益 □基金 ■その他 11,696 0 □特会 □受益 □基金 ■その他 11,696 □特会 □受益 □基金 ■その他 11,696
換算人数(人) 0.7 0.8 0.8 0.75 0.75
正職員人件費 6,090 7,120 7,120 6,675 6,675

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 2,574 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 222,205 204,384 197,292 216,316 216,316
(11)単位費用

134.67千円／人 123.87千円／人 130.4
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

重度の障害者（児）は、日常生活を営む上で常に医療的なケアが必要となっており、その頻度も通常の場合よりも多く、 ●①事前確認での想定どおり
これらの診療における医療費の自己負担が経済的な負担となっています。このため、重度の障害者（児）に対し、受診の ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 機会を確保し、健康を維持するために受診時の医療費を助成する制度が必要です。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

重度障害者の医療費の自己負担額を助成する事で、受診機会の確保と経済的負担が軽減できる。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 重度障害者への保険診療分の自己負担額の助成制度であり、

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 市以外の実施は困難。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

申請に対して適切に助成を行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 204,384 17,821 197,292 96.53
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

8.02

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.05

％ 10万円 0.05 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 413 課コード 0504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 日常生活支援の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害福祉支援課

個別事業 重度障害者（児）医療費の助成 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.8 人）
(1)事業概要

(当　初) 216,761 千円 (うち人件費 7,120 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 204,384 千円 (うち人件費 7,120 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33302 重点５ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市障害者プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住みなれた地域で自立した生活が営めるよう、障害福祉サービス提供事業者に



日常生活を営むために住宅の一部を改造する必要がある場合、当該障害者（児）又は同居す
施策目的・

(2)目的 、日中活動の場や住まいの場、在宅福祉サービスの充実を図ります。 事業目的 る者に対して、改造費の一部を助成します。
展開方向

我孫子市障害者等住宅改造費助成規則に基づき、助成を行うことにより障害者世帯の経済的負担を軽減しま ・アプローチ　1件
す。
申請受付をし、審査、決定後、住宅の改造が行われ、適正に改造が行われたか現場での確認をした上で完了 当該年度
届をもらいます。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 完了届を基に助成金を交付します。

助成件数 想定値 1当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 在宅福祉を推進するために、住宅改造費の助成を行います。 直接 適正な支払事務（支払額/請求額） ％ 100 100

令和 4年度 在宅福祉を推進するために、住宅改造費の助成を行います。 直接 適正な支払事務（支払額/請求額） ％ 100

令和 5年度 在宅福祉を推進するために、住宅改造費の助成を行います。 直接 適正な支払事務（支払額/請求額） ％ 100

障害者が自宅を改造するときに、市がその費用を助成することで、地域で自立した生活を営むことが可能となります。しかし、
(7)事業実施上の課題と対応 日常生活用具給付事業においても住宅改造事業が実施されており、住宅改修事業の方が申請に関する制限も少ない状況です。専 代替案検討 ○有 ●無

門職との連携により効果的に実施する必要がある。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

住宅改造費助成 100 住宅改造費助成 100 0 住宅改造費助成 100 住宅改造費助成 100

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 100 合　　計 100 0 合　　計 100 合　　計 100
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 100 100 0 100 100

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.05 0.05 0.05 0.05 0.05
正職員人件費 435 445 445 445 445

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 535 545 445 545 545
(11)単位費用

535千円／件 545千円／件 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

障害を受傷後の早期リハビリテーションや、障害の重度化を防ぐため、住宅を改造するときに改造費の一部を助成するこ ●①事前確認での想定どおり
とにより、地域での生活を継続して行うことができます。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

障害者の支援として必要である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている 助成事業のため □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市の助成事業であるため。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
■その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

見込まれた申請がなかった。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 545 △10 445 81.65
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ 見込まれた申請がなかった。 ●不要

見込まれた申請がなかった。

△1.87

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 見込まれた申請がなかった。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 18.35

％ 10万円 0 0

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 414 課コード 0504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 日常生活支援の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害福祉支援課

個別事業 障害者住宅改造費の助成 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.05 人）
(1)事業概要

(当　初) 545 千円 (うち人件費 445 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33302 重点５ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市障害者プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住みなれた地域で自立した生活が営めるよう、障害福祉サービス提供事業者に対し適切な支援・指導を行い 障害者（児）が



を行い 屋外での移動に困難がある障害児・者（未就学を除く）について、地域での自立生活及び社会参加を促すた
施策目的・

(2)目的 、日中活動の場や住まいの場、在宅福祉サービスの充実を図ります。 事業目的 めに、市から委託した事業所において、外出を支援する事業を行ないます。
展開方向

ひとりで外出をすることが困難な障害者の移動を支援をするガイドヘルパー派遣を委託して事業を行います ・事業者委託契約の締結　２５事業者
。 ・申請及び決定事務　随時

当該年度 ・委託料の支払い（２５事業者）毎月
執行計画

(3)事業内容 内　　容

移動支援事業利用者数 想定値 250当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 250

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 障害者の自立生活及び社会参加などの外出機会の拡大。 直接 移動支援事業利用者数 人 250 275

令和 4年度 障害者の自立生活及び社会参加などの外出機会の拡大。 直接 移動支援事業利用者数 人 280

令和 5年度 障害者の自立生活及び社会参加などの外出機会の拡大。 直接 移動支援事業利用者数 人 285

障害者の社会参加と余暇活動を推進するには重要な事業です。今後もサービスの充実に努めるためにも、事業者の拡大等につい
(7)事業実施上の課題と対応 て検討していきます。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

障害者移動支援事業委託料 78,000 障害者移動支援事業委託料 73,152 54,416 障害者移動支援事業委託料 73,152 障害者移動支援事業委託料 73,152
自動車運転免許費用助成費へ流用 △100
緊急通報システム事業業務委託料へ流用 △21
（3月補正） △15,264

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 78,000 合　　計 57,767 54,416 合　　計 73,152 合　　計 73,152
国庫支出金 補助率 31 ％ 24,180 補助率 34.95 ％ 22,677 19,019 補助率 30 ％ 22,677 補助率 30 ％ 22,677
県支出金 補助率 15.5 ％ 12,090 補助率 17.45 ％ 11,338 9,496 補助率 15 ％ 11,338 補助率 15 ％ 11,338
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 41,730 23,752 25,901 39,137 39,137

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.05 0.05 0.05 0.05 0.05
正職員人件費 435 445 445 445 445

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 78,435 58,212 54,861 73,597 73,597
(11)単位費用

313.74千円／人 232.85千円／人 219.44
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

当該事業は、障害者総合支援法の地域生活支援事業に位置付けられ、市の必須事業となっています。身体障害者、知的障 ●①事前確認での想定どおり
害者、精神障害者、難病患者、もしくはそれと同等の障害がある者が、ひとりで外出をすることは非常に困難なものであ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ り、移動の支援を行うことで、社会生活上必要不可欠な外出及び余暇活動等の社会参加のための外出を容易にすることが ○要
   背景は？(事業の必要性) できます。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

障害者総合支援法の地域生活支援事業に位置付けられた必須事業であり、外出困難な障害のある方が社会参加や余暇活動
をするために、ガイドヘルパーを利用する制度はニーズが高く重要な事業である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 法令により実施主体が市と定められており、市以外の実施は

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 困難。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
250 275 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルスにより利用者が減ったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 213 77.45
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 58,212 20,223 54,861 94.24
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

新型コロナウイルスにより利用者が減ったため。

25.78

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウイルスにより利用者が減ったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.47

人 10万円 0.39 82.98

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体敵に推進していく。 令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体敵に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 416 課コード 0504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 日常生活支援の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害福祉支援課

個別事業 障害者移動支援事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.05 人）
(1)事業概要

(当　初) 73,597 千円 (うち人件費 445 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 58,212 千円 (うち人件費 445 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33302 重点５ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市障害者プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住みなれた地域で自立した生活が営めるよう、障害福祉サービス提供事業者に対し適切な支援・指導



た、成年後見制 障害者等の自立した生活、社会参加の促進や家族の負担の軽減を図るために各種福祉サービスについての相
施策目的・

(2)目的 度の活用などにより、権利擁護の促進を図ります。 事業目的 談や情報提供を行い、障害者とその家族に適切な支援を行います。
展開方向

〈令和3年1末現在の障害者手帳所持者数〉 ・障害福祉サービスについての相談、各種申請の受付、審査、支給決定事務の実施（随時）
障害福祉支援課では、身体障害者が3,561名、知的障害者が1,018名、精神障害者が1,162名、また自立支援 ・「心の健康クラブ（月１回）」「心の相談（月１回）」「アルコール教室（月１回）」「メンタルヘルス
医療（精神通院）制度を利用している方が2,581名と、合計8,322名に対する以下の各種支援を実施していま 当該年度 啓発講座（年１回）」の運営
す。 執行計画 ・サービス等利用計画に基づく障害福祉サービスの支給決定事務

(3)事業内容 内　　容 ・電話・来所・訪問による相談 ・民間の相談支援事業所との報告会の実施（月１回）
・障害福祉サービスの情報提供及び各種申請受付、審査、支給決定事務
・障害者福祉団体等との連携と育成支援 障害福祉サービスに対する相談件数(来所相談・電話相談・家庭訪問 想定値 30,000当該年度
・障害者（精神）に関する啓発及び相談事業（心の健康クラブ等）の運営 等の件数)※基幹相談支援センターにおける相談件数 単位 件

活動結果指標 実績値 18,910また、平成25年度から民間の相談支援事業所へ相談業務の一部を委託し、連携しながら相談事業を実施して

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 福祉サービスが必要なときに、適切なサービスが提供できるよう支援体制を確立します。民間の相談支援事業所との協力体制を 直接 来所相談・電話相談・家庭訪問等の件数 件 18,910 30,000
充実させていきます。

令和 4年度 民間相談支援事業所との協働により、必要なときにどこでも適切にサービス提供ができるよう支援体制を確立します。 直接 来所相談・電話相談・家庭訪問等の件数 件 30,250

令和 5年度 民間相談支援事業所との協働により、必要なときにいつでも適切にサービス提供ができるよう支援体制を確立します。 直接 来所相談・電話相談・家庭訪問等の件数 件 30,500

障害者の重度化・高齢化、発達障害者や難病等の新たな対象者の増加により、複雑かつ多様化する障害者のニーズへ対応するた
(7)事業実施上の課題と対応 め、専門性の向上や関係機関との連携を強化していきます。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

メンタルヘルス啓発事業講師謝礼 66 メンタルヘルス啓発事業講師謝礼 56 0 メンタルヘルス啓発事業講師謝礼 56 メンタルヘルス啓発事業講師謝礼 56
心の健康クラブ講師報償費 26 心の健康クラブ講師報償費 26 0 心の健康クラブ講師報償費 26 心の健康クラブ講師報償費 26
心の相談医師報償費 360 心の相談医師報償費 360 270 心の相談医師報償費 360 心の相談医師報償費 360
普通・研修旅費 82 普通・研修旅費 71 29 普通・研修旅費 71 普通・研修旅費 71
携帯電話使用料 55 携帯電話使用料 56 55 携帯電話使用料 56 携帯電話使用料 56
消耗品費 265 消耗品費 265 263 消耗品費 265 消耗品費 265
燃料費 173 燃料費 153 81 燃料費 153 燃料費 153

実施内容 公用車車検・定期点検料 150 公用車車検・定期点検料 238 151 公用車車検・定期点検料 238 公用車車検・定期点検料 238
自賠責保険料 26 自賠責保険料 43 40 自賠責保険料 43 自賠責保険料 43

(8)施行事項
費　　用 自動車重量税 17 自動車重量税 22 22 自動車重量税 22 自動車重量税 22

アルコール教室事業委託 84 アルコール教室事業委託 84 84 アルコール教室事業委託 84 アルコール教室事業委託 84
有料道路・駐車場使用料 28 有料道路・駐車場使用料 28 12 有料道路・駐車場使用料 28 有料道路・駐車場使用料 28
研修負担金 23 研修負担金 16 15 研修負担金 16 研修負担金 16
心の健康クラブ相談員報償費 36 心の健康クラブ相談員報償費 36 36 心の健康クラブ相談員報償費 36 心の健康クラブ相談員報償費 36
障害者相談員報償費 192 障害者相談員報償費 192 168 障害者相談員報償費 192 障害者相談員報償費 192
聴覚障害者用FAX通話料 51 聴覚障害者用FAX通話料 51 39 聴覚障害者用FAX通話料 51 聴覚障害者用FAX通話料 51
相談支援業務を行う 相談支援業務を行う 相談支援業務を行う 相談支援業務を行う
パート会計年度職員（事務補助）×1人 2,566 パート会計年度職員（事務補助）×2人 4,690 4,116 パート会計年度職員（事務補助）×2人 4,690 パート会計年度職員（事務補助）×2人 4,690
パート会計年度職員（社会福祉士）×2 6,339 パート会計年度職員（社会福祉士）×2 6,816 5,848 パート会計年度職員（社会福祉士）×2 6,816 パート会計年度職員（社会福祉士）×2 6,816
障害者啓発事業講演会報償費 50 障害者啓発事業講演会報償費 50 0 障害者啓発事業講演会報償費 50 障害者啓発事業講演会報償費 50

予算(決算)額 合　　計 10,589 合　　計 13,253 11,229 合　　計 13,253 合　　計 13,253
国庫支出金 補助率 0.2 ％ 16 補助率 18.2 ％ 2,044 2,044 補助率 0.2 ％ 40 補助率 0.2 ％ 40
県支出金 補助率 0.08 ％ 8 補助率 9.1 ％ 1,020 1,020 補助率 0.08 ％ 20 補助率 0.08 ％ 20
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 10,565 10,189 8,165 13,193 13,193

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 2.4 2.9 2.9 2.45 2.45
正職員人件費 20,880 25,810 25,810 21,805 21,805

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 31,469 39,063 37,039 35,058 35,058
(11)単位費用

1.05千円／件 1.3千円／件 1.96
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

障害者が地域で自立して生活を送るためには、日常生活に関する様々な相談を地域の中で気軽にでき、必要な支援を行う ●①事前確認での想定どおり
場が非常に重要であり、障害者総合支援法においても地域の相談支援体制の構築が障害者の地域生活のために必要不可欠 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ なものとされています。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

相談支援体制の整備は、障害者がさまざまなサービスを利用するための入口であり支援の根幹であるため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 一部の相談支援事業は民間委託しているが、市が中核的な役

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 割を担うことで安定した支援が提供できる。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り 法令で定められている自立支援協議会の相談支援部会におい 自立支援協議会相談支援部会で寄せられた意見を踏まえ事業 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り て、事業計画策定や事業の進捗状況について随時意見を聞き を実施した。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ながら実施している。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
18,910 30,000 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

相談実績のカウント方法をより実態に合った方法に見直したため。目標値そのも
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 18,910 63.03

のについても再検討したい。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 39,063 △7,594 37,039 94.82
■④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△24.13

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 相談実績のカウント方法をより実態に合った方法に見直

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 したため。目標値そのものについても再検討したい。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 76.8

件 10万円 51.05 66.47

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1378 課コード 0504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 相談、マネージメントの充実 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 健康福祉部・障害福祉支援課

個別事業 障害福祉サービス相談支援事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 8 人 (換算人数 2.9 人）
(1)事業概要

(当　初) 39,063 千円 (うち人件費 25,810 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33301 重点なし ○有 ●無 (計画名) 我孫子市障害者プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

障害者とその家族を支援するため、いつでも気軽に相談できる体制を整備していきます。ま



行い 車いす、装具、補聴器などの補装具費の支給、または紙おむつ、ストーマ装具等、障害のある方及び小児慢
施策目的・

(2)目的 、日中活動の場や住まいの場、在宅福祉サービスの充実を図ります。 事業目的 性特定疾患児の方に対する日常生活用具の給付にかかる手続きと利用を勧め、障害のある方が自立した生活
展開方向

ができるようにします。
障害者総合支援法に基づき障害のある方が住みなれた地域で自立した生活を営むため、身体の一部を補完す ○相談・申請・受付事務　○自己負担額の算出後、給付決定通知・給付券等の発行　○事業者への公費の支
る補装具と、日常生活上の便宜を図る日常生活用具を給付する。 払い　＜補装具＞義肢・装具等，車いす・座位保持装置等，補聴器その他　＜日常生活用具＞介護・訓練支

当該年度 援用具（特殊寝台・移動移乗用具等），自立生活支援用具（入浴補助用具・歩行補助杖等），在宅療養等支
執行計画 援用具（ネブライザー・電気式たん吸引器等），情報・意思疎通支援用具（拡大読書器・デイジー録音再生

(3)事業内容 内　　容 機等），排泄管理支援用具（ストマ・紙おむつ等），住宅改修費他

給付券発行件数 想定値 3,200当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 3,444

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 障害者等の日常生活の利便性が向上します。 直接 補装具・日常生活用具給付者数／補装具・日常生活用具申請者数 % 100 100

令和 4年度 障害者等の日常生活の利便性が向上します。 直接 補装具・日常生活用具給付者数／補装具・日常生活用具申請者数 % 100

令和 5年度 障害者等の日常生活の利便性が向上します。 直接 補装具・日常生活用具給付者数／補装具・日常生活用具申請者数 % 100

日常生活用具については、各メーカーが次々と新製品を製造しており、障害者のニーズに応じて、補助上限額の設定や対象用具
(7)事業実施上の課題と対応 の見直しの検討を適宜おこなっていく必要があります。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

補装具給付事業費 26,000 補装具給付事業費 27,000 23,420 補装具給付事業費 27,000 補装具給付事業費 27,000
日常生活用具給付費 34,500 日常生活用具給付費 35,000 33,471 日常生活用具給付費 35,000 日常生活用具給付費 35,000
補装具・日常生活用具給付事務を行う 補装具・日常生活用具給付事務を行う 補装具・日常生活用具給付事務を行う 補装具・日常生活用具給付事務を行う
パート会計年度（事務補助）×1人 2,518 パート会計年度（事務補助）×1人 2,742 2,672 パート会計年度（事務補助）×1人 2,742 パート会計年度（事務補助）×1人 2,742

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 63,018 合　　計 64,742 59,563 合　　計 64,742 合　　計 64,742
国庫支出金 補助率 39 ％ 24,005 補助率 39 ％ 24,350 11,561 補助率 39 ％ 24,350 補助率 39 ％ 24,350
県支出金 補助率 19.5 ％ 12,003 補助率 19.5 ％ 12,175 5,728 補助率 19.5 ％ 12,175 補助率 19.5 ％ 12,175
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 27,010 28,217 42,274 28,217 28,217

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.1 0.35 0.35 0.15 0.15
正職員人件費 870 3,115 3,115 1,335 1,335

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 3,845 3,845
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 63,888 67,857 62,678 66,077 66,077
(11)単位費用

19.97千円／件 21.21千円／件 18.2
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

自立支援法に基づき、障害者等に補装具・日常生活用具を給付することは、障害者等の日常生活や社会生活の自立、社会 ●①事前確認での想定どおり
参加の促進及び介護者の負担軽減をするために必要な事業です。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

障害者総合支援法に定められた事業であり、障害者の自立と社会参加の促進に必要な事業である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 給付事業であるため。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

申請に対し適切な支給を行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 67,857 △3,969 62,678 92.37
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△6.21

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.15

% 10万円 0.16 106.67

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1381 課コード 0504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 福祉サービスの充実 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 健康福祉部・障害福祉支援課

個別事業 補装具・日常生活用具給付事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.35 人）
(1)事業概要

(当　初) 67,857 千円 (うち人件費 3,115 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33302 重点５ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市障害者プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住みなれた地域で自立した生活が営めるよう、障害福祉サービス提供事業者に対し適切な支援・指導を



談できる体制を整備していきます。また、成年後見制 障害を持つ方の自分らしい生活を支え、障害を持つ方の抱える課題の解決や適切なサービス利用に向けて、
施策目的・

(2)目的 度の活用などにより、権利擁護の促進を図ります。 事業目的 ケアマネジメントによりきめ細かに支援を行うため、相談支援体制の強化を行う。
展開方向

　令和3年1月末現在で、身体障害者3,561名、知的障害者1,018名、精神障害者1,162名の方が障害者手帳を ・相談員研修（相談支援専門員研修・障害者支援利用計画研修・障害支援区分認定調査員研修等）参加
所持しており、また自立支援医療（精神通院）制度を利用されている方が2,581名と、合計8,322名に対する ・市直営指定特定相談支援事業所の運営・障害福祉サービス事業所への相談支援事業所指定に関する支援
各種支援を実施している。障害者への支援を迅速にかつ適切に実施するため、今後も継続して総合相談シス 当該年度 ・相談支援事業の委託・障害支援区分認定調査の委託・障害者虐待防止窓口の運営
テムを活用していく。 執行計画 ・自立支援協議会事務局の運営

(3)事業内容 内　　容 　また、法の改正により全ての障害福祉サービス利用者へサービス等利用計画を作成するため、平成24年度 ・成年後見制度の利用促進を目的に要件に該当する対象者に報酬を扶助する。
に市直営の計画相談支援事業所を立ち上げ、平成25年度に民間相談支援事業所5箇所の設立を支援している
。今後も、民間相談支援事業所との連携により利用計画に基づいた相談支援事業を実施すると同時に、増加 民間障害者相談支援事業所相談件数 想定値 18,500当該年度
する障害者に対する相談支援体制を強化していく。 単位 件

活動結果指標 実績値 25,296　成年後見制度の活用の促進のため、制度の支援や報酬扶助等を実施する。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 民間の障害者相談支援事業所の相談支援をさらに充実させ、他機関との連携を強化して、地域での相談支援体制を強化する。 直接 民間相談支援事業所（地域相談事業所）の相談件数 件 25,296 18,500

令和 4年度 民間の障害者相談支援事業所の相談支援をさらに充実させ、他機関との連携を強化して、地域での相談支援体制を強化する。 直接 民間相談支援事業所（地域相談事業所）の相談件数 件 22,000

令和 5年度 民間の障害者相談支援事業所の相談支援をさらに充実させ、他機関との連携を強化して、地域での相談支援体制を強化する。 直接 民間相談支援事業所（地域相談事業所）の相談件数 箇所 23,000

増加する障害者数や相談件数に対して、民間（委託）相談支援事業所の人員等の不足が懸念されることから、常に相談実態を把
(7)事業実施上の課題と対応 握しながら適正な人員配置について検討する必要があります。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

コピー機リース 109 コピー機リース 109 109 コピー機リース 109 コピー機リース 109
コピー機パフォーマンスチャージ 347 コピー機パフォーマンスチャージ 347 275 コピー機パフォーマンスチャージ 347 コピー機パフォーマンスチャージ 347
アドバイザー報償費 80 アドバイザー報償費 70 30 アドバイザー報償費 70 アドバイザー報償費 70

一時保護事業所委託料 65 一時保護事業所委託料 73 0 一時保護事業所委託料 73 一時保護事業所委託料 73
実施内容 障害支援区分認定調査委託料 1,898 障害支援区分認定調査委託料 2,061 1,598 障害支援区分認定調査委託料 2,061 障害支援区分認定調査委託料 2,061

障害者地域相談支援事業委託 29,903 障害者地域相談支援事業委託 35,357 35,357 障害者地域相談支援事業委託 35,357 障害者地域相談支援事業委託 35,357
(8)施行事項

費　　用 （3月補正）支援区分認定調査委託料 △102
成年後見人申請用収入印紙 15 成年後見人申請用収入印紙 15 16 成年後見人申請用収入印紙 15 成年後見人申請用収入印紙 15
成年後見人報酬扶助 3,696 成年後見人報酬扶助 3,360 2,033 成年後見人報酬扶助 3,360 成年後見人報酬扶助 3,360
成年後見人制度用切手 19 成年後見人制度用切手 19 19 成年後見人制度用切手 19 成年後見人制度用切手 19

（3月補正）成年後見人報酬扶助 △1,622
国保連電子証明書発行手数料（3年分） 8 福祉のしおり発送 73 0 福祉のしおり発送 73
相談支援事業所リーフレット印刷 12 相談支援事業所リーフレット印刷 17 2 相談支援事業所リーフレット印刷 17

自立支援協議会本部会委員報償費 63 42 自立支援協議会本部会委員報償費 63 国保連電子証明書発行手数料（3年分） 8
自立支援協議会本部会委員報償費 126 パート会計年度職員（事務補助） 1,094 0 自立支援協議会本部会委員報償費 126

（予算充用）成年後見人報酬扶助 295

予算(決算)額 合　　計 36,278 合　　計 41,229 39,481 合　　計 41,474 合　　計 41,635
国庫支出金 補助率 31 ％ 12,411 補助率 31 ％ 14,137 12,239 補助率 30.5 ％ 12,649 補助率 30.5 ％ 12,698
県支出金 補助率 15.6 ％ 6,438 補助率 15.5 ％ 5,480 6,119 補助率 15.3 ％ 6,345 補助率 15.3 ％ 6,370
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 17,159 21,392 21,123 22,260 22,347

その他の財源 □特会 □受益 □基金 ■その他 270 □特会 □受益 □基金 ■その他 220 0 □特会 □受益 □基金 ■その他 220 □特会 □受益 □基金 ■その他 220
換算人数(人) 2.2 1.9 1.9 2.2 2.2
正職員人件費 19,140 16,910 16,910 19,580 19,580

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 55,418 58,139 56,391 61,054 61,215
(11)単位費用

2.84千円／件 3.14千円／件 2.23
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

増え続ける障害者と法改正等もあり、今後も引き続き総合相談システムを活用して、迅速で適切な支援を実施していく必 ○①事前確認での想定どおり
要がある。また障害者個々にきめ細やかに対応するために、民間相談支援事業所と連携を密にし、身近な地域で相談支援 ●②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ を受けられる体制を確立していくことが重要である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

障害者の問題の複雑化や、新型コロナウィルス感染症対策の長期化による影響から、相談件数が増加したため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 相談支援体制の強化について、市が実施主体となり、障害者

□提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 からの地域での相談支援を民間事業所へ委託することにより
□その他 　促進された 、迅速できめ細かな対応が可能となる。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる 相談支援事業の基幹的な役割を市の障害福祉支援課が担うた □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した め、専門職を配置する。また、相談業務の一部を民間相談支 □⑦その他
サービスが保証される 援事業所へ委託し連携することで、良質で安定したサービス ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の を実施できる。
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
25,296 18,500 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

障害者の問題の複雑化や、新型コロナウィルス感染症対策の長期化による障害者
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 25,296 136.74

音の生活への影響が広がったことから、相談件数が増加したため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 58,139 △2,721 56,391 96.99
■④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△4.91

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 障害者の問題の複雑化や、新型コロナウィルス感染症対

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 策の長期化による影響から、相談件数が想定以上に増加

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 31.82 したが、対応する職員体制は変わらず、一人の職員が対

件 10万円 44.86 140.98 応する件数は増加している。

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1882 課コード 0504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 障害福祉相談・支援体制の充実 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害福祉支援課

個別事業 障害者相談支援体制の強化 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成30年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 1.9 人）
(1)事業概要

(当　初) 59,568 千円 (うち人件費 16,910 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 58,139 千円 (うち人件費 16,910 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33301 重点なし ○有 ●無 (計画名) 我孫子市障害者プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

障害者とその家族を支援するため、いつでも気軽に相



ビス提供事業者に対し適切な支援・指導を行い 障害者等の地域社会における自立生活の場としての役割を果たしている障害者支援施設等の円滑な運営及び
施策目的・

(2)目的 、日中活動の場や住まいの場、在宅福祉サービスの充実を図ります。 事業目的 施設整備に関する支援をし、障害者の社会参加の促進を図る。
展開方向

・障害者支援施設等の運営及び施設整備に補助金を交付することで、障害者が住み慣れた地域で自立した日 【運営費補助金】
常生活及び社会生活を営めるよう支援する。 ①補助金交付申請（12月）　②交付決定（2月）　③実績報告（4月）　④交付確定及び交付（5月）
・新型コロナウイルスの感染拡大を受け、市内で障害福祉サービスを継続する事業所等を支援する。 当該年度 【移行促進整備事業補助金】
・施設の人員や設備の環境を整備し、運営を安定させる目的で法定施設に移行するための支援を行う。 執行計画 ①補助金交付申請（7月）②交付決定（8月）　③実績報告（2月）　④補助金の交付確定（3月）　⑤補助金

(3)事業内容 内　　容 交付（3月）

延べ利用者数（グループホーム・生活ホーム・地域活動支援センター 想定値 241当該年度
） 単位 人

活動結果指標 実績値 260

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 障害者等が希望する障害者支援施設を利用できるように、施設の運営団体に補助金を交付し運営を安定化させる。 直接 障害者支援施設利用者数/障害福祉計画における利用者数 ％ 100 100

令和 4年度 障害者等が希望する障害者支援施設を利用できるように、施設の運営団体に補助金を交付し運営を安定化させる。 直接 障害者支援施設利用者数/障害福祉計画における利用者数 ％ 100

令和 5年度 障害者等が希望する障害者支援施設を利用できるように、施設の運営団体に補助金を交付し運営を安定化させる。 直接 障害者支援施設利用者数/障害福祉計画における利用者数 ％ 100

障害者の増加に伴い、障害者の日中活動の場と生活の場の確保は必要不可欠であり、今後も安定した運営を継続していくために
(7)事業実施上の課題と対応 財政的な支援を行う必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

グループホーム運営費補助 12,000 グループホーム運営費補助 11,000 11,000 グループホーム運営費補助 11,000 グループホーム運営費補助 11,000
地域活動支援センター運営費補助 48,830 地域活動支援センター運営費補助 44,900 39,600 地域活動支援センター運営費補助 44,900 地域活動支援センター運営費補助 44,900
生活ホーム運営費補助 6,132 生活ホーム運営費補助 6,132 5,030 生活ホーム運営費補助 6,132 生活ホーム運営費補助 6,132

（３月補正）生活ホーム運営費補助 △876

福祉医療機構借入金利子補助 84 施設整備資金利子補給金 77 71 施設整備資金利子補給金 77 施設整備資金利子補給金 77
地域活動支援センター等移行整備補助 0 ＊ 地域活動支援センター等移行整備補助 39,600 39,600

実施内容 グループホーム等整備事業補助金 0 グループホーム等整備事業補助金 0 0 グループホーム等整備事業補助金 0 グループホーム等整備事業補助金 0

(8)施行事項
費　　用 ＊ 障害福祉サービス事業所等感染症対策支 6,200

＊ 通信運搬費 11
＊ 就労継続支援Ｂ型事業所等支援金 2,250

予算(決算)額 合　　計 75,507 合　　計 100,833 95,301 合　　計 62,109 合　　計 62,109
国庫支出金 補助率 2.4 ％ 2,790 補助率 2.4 ％ 2,480 0 補助率 2.4 ％ 2,480 補助率 2.4 ％ 2,480
県支出金 補助率 9.8 ％ 10,914 補助率 9.8 ％ 10,226 7,978 補助率 9.8 ％ 10,226 補助率 9.8 ％ 10,226
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 61,803 88,127 87,323 49,403 49,403

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.55 0.5 0.5 0.5 0.5
正職員人件費 4,785 4,450 4,450 4,450 4,450

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 80,292 105,283 99,751 66,559 66,559
(11)単位費用

333.16千円／人 436.86千円／人 383.66
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

障害を持つ方が住みなれた地域で自立した生活を営むために、日中活動の場及び生活の場を確保する必要がある。しかし ●①事前確認での想定どおり
、増加する障害者数に対して、障害者福祉施設が不足することが予想され、新たな施設整備が望まれているが、市が整備 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ の主体となることは財政的に困難であるため、法人等の民間活力を取り入れ行政との協力体制による事業展開を進めてい ○要
   背景は？(事業の必要性) く必要がある。民間事業所が新たな施設の設立支援や安定した運営を継続して行うための財政的な支援を行う。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

グループホーム等整備に対して財政的な支援を実施することで、障害のある方が住み慣れた地域で自立した生活を営むた
めに住まいの場を確保。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている 補助事業であるため。 □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 財政的な支援のため、市以外の実施は困難。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
■その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

障害のある方が住み慣れた地域で自立した生活を営むために住まいの場や日中生
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

活の場を確保できた。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 105,283 △24,991 99,751 94.75
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△31.13

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 障害のある方が住み慣れた地域で自立した生活を営むた

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 めに住まいの場や日中生活の場を確保できた。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.09

％ 10万円 0.1 111.11

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度から結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度から結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2072 課コード 0504 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 生活や活動の場の確保 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害福祉支援課

個別事業 障害者支援施設等の整備・充実 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 3年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.5 人）
(1)事業概要

(当　初) 106,159 千円 (うち人件費 4,450 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 105,283 千円 (うち人件費 4,450 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33302 重点５ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市障害者プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住みなれた地域で自立した生活が営めるよう、障害福祉サー



指導を行い 「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律（障害者優先調達推進法）」第9
施策目的・

(2)目的 、日中活動の場や住まいの場、在宅福祉サービスの充実を図ります。 事業目的 条に基づき、本市における障害者就労施設等からの物品及び役務の調達の推進を図る。
展開方向

国、県の障害者優先調達推進法の方針や施策に基づき、本市の方針を策定します。また、年度ごとに庁内の 令和2年度の障害者就労支援施設等への調達実績の把握、令和3年度方針の策定及び目標額の設定を行う。ま
実績を取りまとめ、調達実績を作成します。方針と実績についてはホームページに公表する。 た、市内事業所の調達可能な物品等の把握とその庁内周知を図り、市内事業所の受注拡大の機会を創出して

当該年度 いくため、我孫子市のホームページにおいて物品や役務等を紹介していく。
執行計画

(3)事業内容 内　　容

方針の策定、推進及び公表 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 方針を推進することで、障害者の工賃向上に繋げる。 直接 方針に定めた調達目標額の達成割合（実績額/目標額） ％ 100 100

令和 4年度 方針を推進することで、障害者の工賃向上に繋げる。 直接 方針に定めた調達目標額の達成割合（実績額/目標額） ％ 100

令和 5年度 方針を推進することで、障害者の工賃向上に繋げる。 直接 方針に定めた調達目標額の達成割合（実績額/目標額） ％ 100

実績額を伸ばすために、調達可能な物品等の情報を職員が容易に取得できるよう周知方法を図ることで、実積率を上げる。また
(7)事業実施上の課題と対応 、広く市民にも情報を提供することができるように、我孫子市のホームページにおいて紹介する。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

物品等の調達方針の策定・推進 物品等の調達方針の策定・推進 0 物品等の調達方針の策定・推進 物品等の調達方針の策定・推進

＊ 消耗品費（抗ウイルスコート剤） 1,200

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,200 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,200 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.05 0.05 0.05 0.05 0.05
正職員人件費 435 445 445 445 445

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,635 445 445 445 445
(11)単位費用

16.35千円／％ 4.45千円／％ 4.45
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

「国等による障害者就労施設等からの物品調達の推進等に関する法律」第9条に定められているため。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

国等による障害者就労施設等からの物品調達の推進等に関する法律第９条に定められているため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 法令により定められているため、市以外は困難。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

庁内の各部署へ協力依頼を実施した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 445 1,190 445 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

72.78

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 実施なし。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 22.47

％ 10万円 22.47 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2082 課コード 0504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害福祉支援課

個別事業 障害者就労施設等からの物品等の調達方針の策定・推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.05 人）
(1)事業概要

(当　初) 445 千円 (うち人件費 445 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33302 重点５ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市障害者プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住みなれた地域で自立した生活が営めるよう、障害福祉サービス提供事業者に対し適切な支援・



るため、国・県・消防・医師会などの関係機関と連携 新型インフルエンザなどの新たな感染症から市民を守るために、障害者等の感染症検査希望者に対する検査
施策目的・

(2)目的 しながら、市民への的確な情報提供や効果的な感染防止策等を実施して、感染拡大の抑制や市民の健康被害 事業目的 費用の助成、また厳しい運営状況に置かれている感染拡大防止に取り組む市内の障害福祉サービス事業所等
展開方向

の低減に努めます。 への支援を行う。
【障害者等の新型コロナウイルス感染症検査希望者に対する検査費用の助成】 【障害者等の新型コロナウイルス感染症検査希望者に対する検査費用の助成】
新型コロナウイルス感染症の感染拡大及び重症化を防止するため、一定条件を満たした障害者の方が、本人 申請受付（4月～）
の希望によりＰＣＲ検査または抗原定量検査を受ける際に、検査費用の一部を助成します。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

申請に対する決定率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 一定条件を満たした障害者の方が、本人の希望によりＰＣＲ検査または抗原定量検査を受けることで、新型コロナウイルス感染 直接 申請に対する決定率 ％ 0 100
症の感染拡大及び重症化を防止する。

令和 4年度 － 0

令和 5年度 － 0

新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防止するため、速やかに助成が実施できるよう体制を整備し、制度の周知と医療機関と
(7)事業実施上の課題と対応 の連携を行う。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ （４月補正）検査費用の助成 3,420 760
（６月補正）通信運搬費 2 2
（３月補正）通信運搬費 13 13
（６月補正）障害福祉サービス事業所等 4,900 4,900
（１０月補正）障害福祉サービス事業所 500 500
（３月補正）障害福祉サービス事業所等 7,300 7,300

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 16,135 13,475 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 100 ％ 13,472 13,472 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 2,663 3 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0 0.3 0.3 0 0
正職員人件費 0 2,670 2,670 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 0 18,805 16,145 0 0
(11)単位費用

0千円／＊＊ 188.05千円／％ 161.45
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

新型コロナウイルス感染症の影響により、感染リスクの高い障害者等を守るため及び厳しい運営状況に置かれている感染 ●①事前確認での想定どおり
拡大防止に取り組む市内の障害福祉サービス事業所等を支援するために必要な事業である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止対策に取り組む事業である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止対策に取り組む事

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 業である。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に、基礎疾患を有

する方、福祉施設への支援である。
＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に、基礎疾患を有する方、福祉施設へ
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

の支援である。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 18,805 △18,805 16,145 85.85
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

ＰＣＲ検査等検査費用助成は、希望者としている。

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 感染拡大防止対策に取り組んだ。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.53

％ 10万円 0.62 116.98

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2292 課コード 0504 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 新型コロナウイルス感染症への対策事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 健康福祉部・障害福祉支援課

個別事業 新型コロナウイルス感染症への対策事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 令和 2年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 6,090 千円 (うち人件費 2,670 千円）⑦事業費
総事業費 3,420 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 18,805 千円 (うち人件費 2,670 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70402 重点３ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

新型インフルエンザなどの新たな感染症から市民を守


